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 トータルコストについて 
 
  トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あく
まで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致してい
ません。 
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　総　　　括

　（歳　　入）

補 正 前 の 額 補　　　正　　　額 計

千円 千円 千円

９ 国 庫 支 出 金 86,221,639 3,804,982 90,026,621

１２ 繰 入 金 15,942,826 226,845 16,169,671

１３ 繰 越 金 3,530,974 405,051 3,936,025

１４ 諸 収 入 8,340,327 177,110 8,517,437

１５ 県 債 29,641,000 84,000 29,725,000

388,618,488 4,697,988 393,316,476

 議案第２号 

令和４年度鳥取県一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書

款

歳　　入　　合　　計

 

国庫支出金 地  方  債 そ  の  他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

２ 総 務 費 33,789,232 414,072 34,203,304 28,010 80,000 200,000 106,062

３ 民 生 費 52,697,511 219,694 52,917,205 119,000 48,702 51,992

４ 衛 生 費 39,626,558 304,444 39,931,002 20,986 138,143 145,315

５ 労 働 費 2,280,418 100,000 2,380,418 100,000

６ 農 林 水 産 業 費 24,867,013 935,359 25,802,372 882,966 4,000 48,393

７ 商 工 費 22,946,062 2,406,200 25,352,262 2,381,600 24,600

８ 土 木 費 50,009,865 49,714 50,059,579 10,667 17,110 21,937

１０ 教 育 費 62,981,697 268,505 63,250,202 261,753 6,752

388,618,488 4,697,988 393,316,476 3,804,982 84,000 403,955 405,051

  （歳    出）

歳　　出　　合　　計

款 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特    定    財    源

一般財源
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歳        入

９款９款　国庫支出金

2項２項　国庫補助金

金　額
千円 千円 千円 千円 千円

2 総 務 費 国 庫 補 助 金 4,475,380 28,010 4,503,390 1 総 務 管 理 費 補 助 金 11,010 私立学校振興費補助金

2 企 画 費 補 助 金 17,000 交通対策費補助金

3 民 生 費 国 庫 補 助 金 3,591,375 119,000 3,710,375 1 社 会 福 祉 費 補 助 金 119,000 社会福祉総務費補助金

4 衛 生 費 国 庫 補 助 金 22,452,853 20,986 22,473,839 2 環 境 衛 生 費 補 助 金 13,000 環境衛生連絡調整費補助金

4 医 薬 費 補 助 金 7,986 医務費補助金

5 労 働 費 国 庫 補 助 金 533,189 100,000 633,189 1 労 政 費 補 助 金 100,000 労政総務費補助金

6
農 林 水 産 業 費
国 庫 補 助 金

9,014,163 882,966 9,897,129 1 農 業 費 補 助 金 390,000 農業総務費補助金 160,000

農作物対策費補助金 230,000

2 畜 産 業 費 補 助 金 476,849 畜産振興費補助金

4 林 業 費 補 助 金 6,117 造林費補助金

5 水 産 業 費 補 助 金 10,000 水産業振興費補助金

7 商 工 費 国 庫 補 助 金 8,197,973 2,381,600 10,579,573 1 商 業 費 補 助 金 803,000 商業振興費補助金 802,000

金融対策費補助金 1,000

2 工 鉱 業 費 補 助 金 570,000 工鉱業総務費補助金

3 観 光 費 補 助 金 1,008,600 観光費補助金

8 土 木 費 国 庫 補 助 金 15,325,971 10,667 15,336,638 5 都 市 計 画 費 補 助 金 10,667 都市計画総務費補助金

10 教 育 費 国 庫 補 助 金 825,891 261,753 1,087,644 1 教 育 総 務 費 補 助 金 261,753 教育センター費補助金

68,312,247 3,804,982 72,117,229

12款１２款　繰　入　金

2項２項　基金繰入金

金　額
千円 千円 千円 千円 千円

11
地 域 医 療 介 護 総 合 確 保
基 金 繰 入 金

2,111,074 186,845 2,297,919 1
地 域 医 療 介 護 総 合 確 保
基 金 繰 入 金

186,845 老人福祉費充当 48,702

医務費充当 136,137

鳥取看護専門学校費充当 1,450

倉吉総合看護専門学校費
充当

556

14
原 子 力 防 災 対 策
基 金 繰 入 金

18,744 40,000 58,744 1
原 子 力 防 災 対 策
基 金 繰 入 金

40,000 防災総務費充当

15,583,939 226,845 15,810,784

13款１３款　繰　越　金

1項１項　繰　越　金

金　額
千円 千円 千円 千円

1 繰 越 金 3,530,974 405,051 3,936,025 1 前 年 度 繰 越 金 405,051

3,530,974 405,051 3,936,025

節
説　　　明

区　　　分

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説　　　明
区　　　分

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説　　　明
区　　　分

計

計

目 補正前の額 補 正 額 計

計
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14款１４款　諸　収　入

5項５項　受託事業収入

金　額
千円 千円 千円 千円

6 市 町 村 受 託 事 業 収 入 248,216 17,110 265,326 1 市 町 村 受 託 事 業 収 入 17,110

869,160 17,110 886,270

8項８項　雑入

金　額
千円 千円 千円 千円

7 雑 入 4,218,782 160,000 4,378,782 1 雑 入 160,000

4,575,512 160,000 4,735,512

15款１５款　県　　債

1項１項　県　　債

金　額
千円 千円 千円 千円

1 総 務 債 2,239,000 80,000 2,319,000 4 徴 税 債 80,000 賦課徴収費充当

5 農 林 水 産 業 債 2,163,000 4,000 2,167,000 3 林 業 債 4,000 造林費充当

29,641,000 84,000 29,725,000

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説　　　明
区　　　分

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説　　　明
区　　　分

目 補正前の額 補 正 額 計
節

説　　　明
区　　　分

計

計

計
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     　　　給　　与　　費　　明　　細　　書
1  特別職

期末手当
職員数 報酬 給料 （千円） 地域手当 その他の手当 計 共済費 合計

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3 32,892 10,692 40 43,624 7,447 51,071
2.69

35 330,012 107,268 437,280 437,280
補正後 2.69

4,880 568,580 6,624 2,154 20 577,378 2,754 580,132
2.69

計 4,918 898,592 39,516 120,114 60 1,058,282 10,201 1,068,483

3 32,892 10,692 40 43,624 7,447 51,071
2.69

35 330,012 107,268 437,280 437,280
補正前 2.69

4,861 567,978 6,624 2,154 20 576,776 2,754 579,530
2.69

計 4,899 897,990 39,516 120,114 60 1,057,680 10,201 1,067,881

比較

19 602 602 602

計 19 602 602 602

議員

その他の特別職

区分

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

備　　　　　考

長等

長等

その他の特別職

議員

その他の特別職

長等

議員

-
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の充当状況 

 

○令和４年度一般会計補正予算（第４号） 3,167,877 千円 

・新型コロナから立ち上がる観光支援事業   555,000 千円 

・鉄道事業者に対する新型コロナウイルス対策等支援事業 17,000 千円 

・生活困窮者緊急支援事業  119,000 千円 

・飲食店巡回体制等継続強化事業     13,000 千円 

・新型コロナ・円安・物価高騰に立ち向かう事業者支援事業   802,000 千円 

・鳥取県産業成長応援補助金  570,000 千円 

・燃油及び原材料価格高騰・円安対策特別金融支援事業     1,000 千円 

・賃金アップ環境整備応援補助金        100,000 千円 

・肥料価格高騰緊急対策事業      220,000 千円 

・畜産経営緊急救済事業       470,000 千円 

・新型コロナ安心対策認証店特別応援事業    160,000 千円 

・漁業用資材高騰対応緊急支援事業       10,000 千円 

・デジタル教育基盤整備事業       130,877 千円 

［参考］ 
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議案第２号

　　　　　　総務部（単位：千円）

国庫支出金 起　　債 その他 一般財源

（一般会計）

税務課 27,919,608 111,289 28,030,897 80,000 31,289

人権局
　人権・同和対策課 348,427 441 348,868 441

<80,000> 県費負担
合　　計 89,724,862 111,730 89,836,592 80,000 31,730 111,730

　　　＜説　　明＞

　　【税務課】 ・県税課税調査・収納管理事業（４，０００千円）

・税務システム運用事業（１０７，２８９千円）

　　【人権・同和対策課】 ・（新）鳥取県立人権ひろば２１基金造成補助事業（４４１千円）

（注）起債欄の＜　＞書きは、交付税措置額を除いた金額である。
　　　県費負担額は、起債欄の＜　＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。

補　正　予　算　説　明　資　料　総　括　表

課　　名 補正前の額 補　正　額 計

財　　　源　　　内　　　訳

備　考
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
２款 総務費 
 ３項 徴税費                           税務課（内線：７０５１） 
    ２目 賦課徴収費                                     （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳              

備考 
 国庫支出金 起債 その他 一般財源 

県税課税調査・収納
管理事業 

1,113,604 4,000 1,117,604 0 0 0 4,000  

トータルコスト 1,402,412 4,789 1,407,201 （補正に係る主な業務内容） 
 － 従事する職員数 39.5人 0.1人 39.6人 

工程表の政策内容 県税収入確保のための環境等の整備、適正・公平な課税・徴収制度の確保 

事業内容の説明 
 
１ 事業の目的、概要 
  個人市町村民税と併せて、個人県民税を各市町村が賦課徴収することとされ、その賦課徴収に
関する事務を行うために要する費用を補償するため、市町村へ個人県民税徴収取扱費を交付して
いるが、納税義務者数の増等により当初見込みを上回ったため、増額補正を行う。 

 
２ 主な事業内容 

徴収取扱費を前期（４月～７月）と後期（８月～翌年３月）の２期に分け、前期分を11月、後
期分を翌年５月に市町村に交付している。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　３項　徴税費  税務課 （ 内線 ： ７０５２ ）
　　２目　賦課徴収費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<80,000>
 税務システム
運用事業 408,946 107,289 516,235 80,000 27,289県費負担

107,289

 トータルコスト 423,141 108,078 531,219（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 1.8人 0.1人 1.9人契約事務等
 工程表の政策内容 県税収入確保のための環境等の整備、適正・公平な課税・徴収制度の確保

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

令和４年度税制改正等に伴い必要となる税務電算システム及び帳票の改修を行う。

 ２　主な事業内容

税制改正項目 税制改正及びシステム改修の内容

1 令和４年度税制改正のうちシステ
ム改修を要する改正

・ガス供給業に係る法人事業税の課税方式の見直し
　導管部門の法的分離に伴い、特定ガス供給業と一般ガス供給業の区分
が設けられ、製造・小売事業に係る課税方式が見直され、付加価値割及
び資本割が組み入れられた。

・大法人に対する法人事業税所得割の税率の見直し
　大法人に係る法人事業税所得割について、年間所得に応じて講じられ
ていた軽減税率が見直された。

2 予定申告及び中間申告額計算の見
直し

　令和４年４月から導入されたグループ通算制度に伴い、法人県民税法
人税割、法人事業税、特別法人事業税の予定申告及び中間申告額計算の
見直しが行われた。

3 課税標準額通知書の改修 　令和４年４月から導入されたグループ通算制度に伴い、課税標準額通
知書の見直しが行われた。

4 総務省報告様式変更 　上記税制改正等に伴い、総務省報告（課税状況調）の様式が変更され
た。

 ３　スケジュール

　　 

契約締結～令和４年11月 要件定義

令和４年11月～令和５年１月 設計

令和５年１月～２月 製造

令和５年２月～３月 結合テスト

令和５年３月 総合テスト

令和５年４月　 運用開始

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
３款 民生費 

 １項 社会福祉費                    人権・同和対策課（内線：７１２１） 
    １目 社会福祉総務費                                               （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財 源 内 訳 

 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）鳥取県立人権

ひろば２１基金造成

補助事業 

0 441 441    441 
 

トータルコスト 0 1,230 1,230 （補正に係る主な業務内容） 

  申請書の審査、補助金の支払、精算事務 従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策内容  県民に向けた人権啓発・教育の推進 

事業内容の説明 

 １ 事業の目的、概要 

   指名指定管理施設については、指定管理者の選定に際しての競争原理が公募による選定の場  

合のように働いていないと考えられることから、指定管理料に余剰額が生じた場合には、その全額

を県に返納していただき、県はその返納額を上限として、指定管理者が公益事業への活用を目的と

して設ける基金の造成経費に対して補助金を交付することとしている。 

   令和３年度の指定管理料の余剰額については、県に返納された額のうち、指定管理者の経営努力

と認められる額（余剰額から外部への再委託による請負差額等を控除した額）を指定管理者に基金

造成補助金として交付する。 

 

 ２ 主な事業内容 

区 分 金 額 主な内容 

令和３年度指定管理料余剰額  （Ａ） 1,121,164 円 
（参考）令和３年度指定管理料 

    11,108 千円 

外部への再委託による請負差額等（Ｂ）   680,400 円 
清掃委託、図書機器リース、 

駐車場賃借料 

基金造成補助額 （Ａ）−（Ｂ）   440,764 円  

 ○交付先：公益社団法人鳥取県人権文化センター（県立人権ひろば２１の指名指定管理者） 

  ○基金を充当する事業 

   （１）人権や啓発手法についての研究や情報収集等を行う調査研究事業 

   （２）人権啓発の推進者及び指導者の養成に関する各種講座及び人権ひろば２１において行う人

権学習会等の研修事業 

      （３）啓発パネル、啓発冊子作成及び人権ひろば２１人権ライブラリーの運営等の啓発・情報提供

事業 

 

 ３ 事業目標・取組状況・改善点 

   基金造成以降、研修事業や啓発・情報提供事業等に本基金を充てており、これにより、県民の人 

権意識の向上及び指定管理施設利用者へのサービスの向上や、機能の充実につなげている。 
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令和４年度一般会計補正予算（第４号）歳入歳出事項別明細書(総務部)

（単位：千円）

　　　　２款　総　務　費

 　 　　　款　　項　　目 　　　　うち総務部

　　　　３項　徴税費

     　節　　　 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

１ 報             酬 635,679 123 635,802 223,008 223,008 41,849 41,849

２ 給             料 3,078,577 3,078,577 1,343,863 1,343,863 322,830 322,830

３ 職 員 手 当 等 4,983,179 4,983,179 4,046,166 4,046,166 166,070 166,070

４ 共     済     費 1,135,591 1,135,591 488,856 488,856 116,377 116,377

５ 災  害  補  償  費 500 500 500 500

６ 恩給及び退職年金 5,424 5,424 5,424 5,424

７ 報     償     費 311,446 311,446 261,120 261,120 115,610 115,610

８ 旅            費 236,104 236,104 96,528 96,528 5,413 5,413

　費   用   弁   償 39,084 39,084 9,990 9,990 1,565 1,565

　普   通   旅   費 148,299 148,299 83,053 83,053 3,500 3,500

　特   別   旅   費 48,721 48,721 3,485 3,485 348 348

９ 交     際     費 2,900 2,900 1,100 1,100

１０ 需     用     費 571,211 571,211 277,526 277,526 16,411 16,411

１１ 役     務     費 637,760 637,760 315,828 315,828 23,700 23,700

１２ 委     託     料 6,333,260 107,289 6,440,549 1,909,945 107,289 2,017,234 423,449 107,289 530,738

１３ 使用料 及び 賃借料 1,106,706 1,106,706 926,151 926,151 17,499 17,499

１４ 工  事  請  負  費 2,839,624 2,839,624 375,177 375,177

１５ 原   材   料   費 565 565

１６ 公有財産購入費

１７ 備  品  購  入  費 82,569 82,569 5,517 5,517 36 36

１８ 負担金､補助及び交付金 10,787,400 146,660 10,934,060 2,811,598 4,000 2,815,598 955,338 4,000 959,338

１９ 扶     助     費 900 900

２０ 貸     付     金

２１ 補償、補填及び賠償金 1,800 1,800 1,800 1,800

２２ 償還金､利子及び割引料 170,200 170,200 30,000 30,000

２３ 投 資 及び 出 資 金

２４ 積     立     金 826,681 160,000 986,681 126,506 126,506

２５ 寄   　附     金 30,800 30,800

２６ 公     課     費 356 356

２７ 繰     出     金 10,000 10,000

予　 　備　 　費

      　　　計 33,789,232 414,072 34,203,304 13,246,613 111,289 13,357,902 2,204,582 111,289 2,315,871

 財  国  庫  支  出  金 5,162,289 28,010 5,190,299 1,578,881 1,578,881

 源  地　　　方　　　債 2,239,000 80,000 2,319,000 108,000 80,000 188,000 80,000 80,000

 内  そ      の      他 1,913,754 200,000 2,113,754 428,546 428,546 25,752 25,752

 訳  一   般   財   源 24,474,189 106,062 24,580,251 11,131,186 31,289 11,162,475 2,178,830 31,289 2,210,119
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令和４年度一般会計補正予算（第４号）歳入歳出事項別明細書(総務部)

 　 　　　款　　項　　目

     　節　　　

１ 報             酬

２ 給             料

３ 職 員 手 当 等

４ 共     済     費

５ 災  害  補  償  費

６ 恩給及び退職年金

７ 報     償     費

８ 旅            費

　費   用   弁   償

　普   通   旅   費

　特   別   旅   費

９ 交     際     費

１０ 需     用     費

１１ 役     務     費

１２ 委     託     料

１３ 使用料 及び 賃借料

１４ 工  事  請  負  費

１５ 原   材   料   費

１６ 公有財産購入費

１７ 備  品  購  入  費

１８ 負担金､補助及び交付金

１９ 扶     助     費

２０ 貸     付     金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及び 出 資 金

２４ 積     立     金

２５ 寄   　附     金

２６ 公     課     費

２７ 繰     出     金

予　 　備　 　費

      　　　計

 財  国  庫  支  出  金

 源  地　　　方　　　債

 内  そ      の      他

 訳  一   般   財   源

（単位：千円）

　　　　２款　総　務　費 　　　　３款　民　生　費

　　　　うち総務部 　　　　うち総務部

　　　　３項　徴税費

　　　　２目　賦課徴収費

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

359,818 359,818 3,341 3,341

1,640,736 1,640,736 34,182 34,182

946,316 946,316 17,178 17,178

595,718 595,718 11,860 11,860

115,535 115,535 78,197 72 78,269 5,744 5,744

2,870 2,870 53,030 300 53,330 5,195 5,195

80 80 15,022 15,022 442 442

2,500 2,500 15,917 15,917 1,428 1,428

290 290 22,091 300 22,391 3,325 3,325

200 200

10,036 10,036 138,305 138,305 3,092 3,092

22,000 22,000 58,153 58,153 1,850 1,850

421,183 107,289 528,472 3,639,198 5,880 3,645,078 36,329 36,329

15,499 15,499 73,569 476 74,045 2,383 2,383

591,859 30,000 621,859

37,673 6,000 43,673

935,427 4,000 939,427 39,504,448 176,966 39,681,414 225,773 441 226,214

1,652,419 1,652,419 1,500 1,500

17,900 17,900

21,568 21,568

950 950

44 44

3,287,410 3,287,410

1,522,550 111,289 1,633,839 52,697,511 219,694 52,917,205 348,427 441 348,868

5,547,933 119,000 5,666,933 144,287 144,287

80,000 80,000 171,000 171,000

2,897 2,897 2,689,513 48,702 2,738,215 7 7

1,519,653 31,289 1,550,942 44,289,065 51,992 44,341,057 204,133 441 204,574
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令和４年度一般会計補正予算（第４号）歳入歳出事項別明細書(総務部)

 　 　　　款　　項　　目

     　節　　　

１ 報             酬

２ 給             料

３ 職 員 手 当 等

４ 共     済     費

５ 災  害  補  償  費

６ 恩給及び退職年金

７ 報     償     費

８ 旅            費

　費   用   弁   償

　普   通   旅   費

　特   別   旅   費

９ 交     際     費

１０ 需     用     費

１１ 役     務     費

１２ 委     託     料

１３ 使用料 及び 賃借料

１４ 工  事  請  負  費

１５ 原   材   料   費

１６ 公有財産購入費

１７ 備  品  購  入  費

１８ 負担金､補助及び交付金

１９ 扶     助     費

２０ 貸     付     金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及び 出 資 金

２４ 積     立     金

２５ 寄   　附     金

２６ 公     課     費

２７ 繰     出     金

予　 　備　 　費

      　　　計

 財  国  庫  支  出  金

 源  地　　　方　　　債

 内  そ      の      他

 訳  一   般   財   源

（単位：千円）

　　　　３款　民　生　費

　　　　うち総務部

　　　　１項　社会福祉費

　　　　１目　社会福祉総務費

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

3,341 3,341 3,341 3,341 226,349 226,349

34,182 34,182 34,182 34,182 1,378,045 1,378,045

17,178 17,178 17,178 17,178 4,063,344 4,063,344

11,860 11,860 11,860 11,860 500,716 500,716

500 500

5,424 5,424

5,744 5,744 5,744 5,744 268,333 268,333

5,195 5,195 5,195 5,195 101,784 101,784

442 442 442 442 10,432 10,432

1,428 1,428 1,428 1,428 84,481 84,481

3,325 3,325 3,325 3,325 6,871 6,871

1,100 1,100

3,092 3,092 3,092 3,092 280,618 280,618

1,850 1,850 1,850 1,850 317,678 317,678

36,329 36,329 36,329 36,329 1,946,274 107,289 2,053,563

2,383 2,383 2,383 2,383 928,534 928,534

375,177 375,177

5,517 5,517

225,773 441 226,214 225,773 441 226,214 17,853,755 4,441 17,858,196

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

1,800 1,800

10,712,608 10,712,608

126,506 126,506

50,479,300 50,479,300

150,000 150,000

348,427 441 348,868 348,427 441 348,868 89,724,862 111,730 89,836,592

144,287 144,287 144,287 144,287 1,723,168 1,723,168

108,000 80,000 188,000

7 7 7 7 6,159,002 6,159,002

204,133 441 204,574 204,133 441 204,574 81,734,692 31,730 81,766,422

総　　務　　部　　合　　計
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節　　　　の　　　　明　　　　細

金額（千円）等

２款　総務費

　 ３項　徴税費

２目　賦課徴税費

負担金、補助
及び交付金

個人県民税徴収取扱費市町村交付金 4,000

３款　民生費

　 １項　社会福祉費

１目　社会福祉総務費

負担金、補助
及び交付金

鳥取県鳥取県立人権ひろば２１基金造成事業補助金 441

項　　　　　　　　目
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議案第１７号（条例関係）                           人事企画課 

条

例

名

等 

職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例 

提 

 

出 

 

理 

 

由 

 

及 

 

び 

 

概 

 

要 

１ 提出理由 

国家公務員の定年の引上げ及び地方公務員法の一部改正を踏まえ、職員の定年を 65 歳に引上

げ、給与及び退職手当の支給についての必要な措置を講ずること等に伴い、関係する条例につ

いて一括して所要の改正を行う。 
 

２ 概  要 

（１）職員の定年等に関する条例の一部改正 

ア 職員の定年を、年齢 65 年（医療業務に従事する医師及び歯科医師は年齢 70 年）とする。

（令和５年度から段階的（２年に１歳ずつ）に引き上げ、令和 13 年度に制度完成。） 

イ 60 歳に達した管理監督職を占める職員は、その年齢に達した日後における最初の４月１

日以後、管理監督職以外の職へ降任をする。 

ウ 60 歳に達した日以後に退職をした者を、定年前再任用短時間勤務職員として採用するこ

とができるものとする。 

（２）職員の給与に関する条例の一部改正 

ア 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が 60 歳に達した日後における最初の４月１日以

後、当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、当該職員の属する職務の級並びに当

該職員の受ける号給に応じた額に 100 分の 70 を乗じて得た額とするものとする。 

イ (１)イにより他の職へ降任された職員のうち、アの規定により算定した給料月額が降任

日の前日に当該職員が受けていた給料月額に 100 分の 70 を乗じて得た額（以下「基礎給料

月額」という。）に達しないこととなる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか基礎給料月額とアの規定により算定した給料月額との差額に相当する額を給料とし

て支給する。 

（３）職員の退職手当に関する条例の一部改正 

60 歳に達した日以後に定年前の退職を選択した職員が、定年引上げ前の定年年齢で退職し

た場合に比べて退職手当の算定上で不利とならないよう、所要の措置を講ずる。 

（４）再任用職員を廃止し、定年前再任用短時間勤務職員を新設すること等に伴い、次の条例に

ついて所要の規定の整備を行う。 

ア 現業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

イ 企業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

ウ 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例 

エ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例 

オ 職員の育児休業等に関する条例 

カ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

キ 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

ク 病院局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

ケ 鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 

コ 鳥取県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

（５）再任用職員を廃止し、定年前再任用短時間勤務職員を新設することに伴い職員の再任用に

関する条例を廃止する。 
 

３ 施行期日 

施行期日は、令和５年４月１日とする。ただし、(１)及び(３)の一部に関する事項は、公布

の日とする。 
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職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の定年等に関する条例（昭和59年鳥取県条例第１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。 

改 正 後 改 正 前 

  

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第

11条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第12条・第

13条） 

第５章 雑則（第14条） 

附則 

 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律

第261号。以下「法」という。）第22条の４第１

項、第22条の５第１項、第28条の２、第28条の

５、第28条の６第１項から第３項まで、第28条の

７、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和31年法律第162号）第43条第３項並びに警

察法（昭和29年法律第162号）第56条第２項及び

第56条の４第２項の規定に基づき、法第３条第２

項に規定する職員及び市町村立学校職員給与負担

法（昭和23年法律第135号）第１条に規定する職

員（以下「職員」という。）の定年等に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第28条の２第１項から第３項まで及び

第28条の３並びに地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和31年法律第162号）第43条第３

項の規定に基づき、地方公務員法第３条第２項に

規定する職員及び市町村立学校職員給与負担法

（昭和23年法律第135号）第１条に規定する職員

（以下「職員」という。）の定年等に関し必要な

事項を定めるものとする。 

第２章 定年制度 

 

（定年による退職） 

第２条 略 

 

 

 

（定年による退職） 

第２条 略 

 

（定年） 

第３条 職員の定年は、年齢65年とする。ただし、

次に掲げる機関において医療業務に従事する医師

及び歯科医師の定年は、年齢70年とする。 

(１)～(６) 略 

（定年） 

第３条 職員の定年は、年齢60年とする。ただし、

次に掲げる機関において医療業務に従事する医師

及び歯科医師の定年は、年齢65年とする。 

(１)～(６) 略 
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（定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第２条の

規定により退職すべきこととなる場合において、

次に掲げる事由があると認めるときは、同条の規

定にかかわらず、当該職員に係る定年退職日の翌

日から起算して１年を超えない範囲内で期限を定

め、当該職員を当該定年退職日において従事して

いる職務に従事させるため、引き続き勤務させる

ことができる。ただし、第９条の規定により異動

期間（同条第１項に規定する異動期間をいう。以

下この項及び次項において同じ。）（同条第１項又

は第２項の規定により延長された異動期間を含

む。）を延長した職員であって、定年退職日にお

いて管理監督職（第６条に規定する職をいう。以

下この条及び第３章において同じ。）を占めてい

る職員については、第９条第１項又は第２項の規

定により当該異動期間を延長した場合であって、

引き続き勤務させることについて人事委員会の承

認を得たときに限るものとし、当該期限は、当該

職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末

日の翌日から起算して３年を超えることができな

い。 

(１) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必

要とするものであるため、当該職員の退職によ

り生ずる欠員を容易に補充することができず公

務の運営に著しい支障が生ずること。 

(２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件

に特殊性があるため、当該職員の退職による欠

員を容易に補充することができず公務の運営に

著しい支障が生ずること。 

(３) 当該職務を担当する者の交替が当該職務の

遂行上重大な障害となる特別の事情があるた

め、当該職員の退職により公務の運営に著しい

支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定によ

り延長された期限が到来する場合において、前項

各号に掲げる事由が引き続きあると認めるとき

は、人事委員会の承認を得て、これらの期限の翌

日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延

長することができる。ただし、当該期限は、当該

職員に係る定年退職日（同項ただし書に規定する

職員にあっては、当該職員が占めている管理監督

職に係る異動期間の末日）の翌日から起算して３

（定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第２条の

規定により退職すべきこととなる場合において、

その職員の職務の内容等からみて次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、同条の規定にか

かわらず、その職員に係る定年退職日の翌日から

起算して１年を超えない範囲内で期限を定め、そ

の職員を当該職務に従事させるため引き続いて勤

務させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必

要とするものであるため、その職員の退職によ

り公務の運営に著しい支障が生ずるとき。 

 

(２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件

に特殊性があるため、その職員の退職による欠

員を容易に補充することができないとき。 

 

(３) 当該職務を担当する者の交替がその職務の

遂行上重大な障害となる特別の事情があるた

め、その職員の退職により公務の運営に著しい

支障が生ずるとき。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定によ

り延長された期限が到来する場合において、前項

の事由が引き続き存すると認めるときは、人事委

員会の承認を得て、１年を超えない範囲内で期限

を延長することができる。ただし、その期限は、

その職員に係る定年退職日の翌日から起算して３

年を超えることができない。 
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年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引き続

き勤務させる場合又は前項の規定により期限を延

長する場合には、当該職員の同意を得なければな

らない。 

４ 任命権者は、第１項の規定により引き続き勤務

することとされた職員及び第２項の規定により期

限が延長された職員について、第１項の期限又は

第２項の規定により延長された期限が到来する前

に第１項各号に掲げる事由がなくなったと認める

ときは、当該職員の同意を得て、期日を定めて当

該期限を繰り上げるものとする。 

５ 略 

 

 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引き続

いて勤務させる場合又は前項の規定により期限を

延長する場合には、当該職員の同意を得なければ

ならない。 

４ 任命権者は、第１項の期限又は第２項の規定に

より延長された期限が到来する前に第１項の事由

が存しなくなったと認めるときは、当該職員の同

意を得て、期日を定めてその期限を繰り上げて退

職させることができる。 

 

 

５ 略 

（定年に関する施策の調査等） 

第５条 略 

 

（定年に関する施策の調査等） 

第５条 略 

 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督

職） 

第６条 法第28条の２第１項に規定する条例で定め

る職は、次の各号に掲げる職（第３条ただし書に

規定する職員が占める職を除く。）とする。 

(１) 職員の給与に関する条例（昭和26年鳥取県

条例第３号）第７条の２第１項に規定する職

（舎監長である教諭、部主事である主幹教諭及

び部主事である教諭を除く。） 

(２) 警視又は警部の階級にある鳥取県警察の警

察官が占める職 

(３) 前２号に掲げる職に準ずる職として人事委

員会規則で定める職 

 

 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第28条の２第１項の管理監督職勤務上限

年齢は、年齢60年とする。 

 

 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基

準） 

第８条 任命権者は、法第28条の２第４項に規定す

る他の職への降任等（以下この章において「他の

職への降任等」という。）を行うに当たっては、

法第13条、第15条、第23条の３、第27条第１項及

び第56条に定めるもののほか、次に掲げる基準を
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遵守しなければならない。 

(１) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況

及び職務経験等に基づき、降任又は降給を伴う

転任（以下この条及び第10条において「降任

等」という。）をしようとする職の属する職制

上の段階の標準的な職に係る法第15条の２第１

項第５号に規定する標準職務遂行能力（次条第

３項において「標準職務遂行能力」という。）

及び当該降任等をしようとする職についての適

性を有すると認められる職に、降任等をするこ

と。 

(２) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、

管理監督職以外の職又は管理監督職勤務上限年

齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうち

できる限り上位の職制上の段階に属する職に、

降任等をすること。 

(３) 当該職員の他の職への降任等をする際に、

当該職員が占めていた管理監督職が属する職制

上の段階より上位の職制上の段階に属する管理

監督職を占める職員（以下この号において「上

位職職員」という。）の他の職への降任等もす

る場合には、第１号に掲げる基準に従った上で

の状況その他の事情を考慮してやむを得ないと

認められる場合を除き、上位職職員の降任等を

した職が属する職制上の段階と同じ職制上の段

階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段

階に属する職に、降任等をすること。 

２ 前項の規定は、警察法第56条の４第１項の規定

による任命について準用する。この場合におい

て、前項中「任命権者」とあるのは「警察本部

長」と、「法第28条の２第４項に規定する他の職

への降任等（以下この章において「他の職への降

任等」という。）」とあるのは「警察法第56条の２

第１項に規定する特定地方警務官（以下単に「特

定地方警務官」という。）に対し、同法第56条の

４第１項の規定による任命（以下「特定任命」と

いう。）」と、同項第１号、第２号及び第３号中

「職員」とあるのは「特定地方警務官」と、同項

第１号中「降任又は降給を伴う転任（以下この条

及び第10条において「降任等」という。）」とある

のは「特定任命」と、「降任等を」とあるのは

「特定任命を」と、同項第２号中「降任等」とあ

るのは「特定任命」と、同項第３号中「他の職へ

の降任等」とあるのは「特定任命」と、「降任等
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をした」とあるのは「特定任命をした」と、「、

降任等」とあるのは「、特定任命」と読み替える

ものとする。  

 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監

督職への任用の制限の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管

理監督職を占める職員について、次に掲げる事由

があると認めるときは、当該職員が占める管理監

督職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理

監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以

後における最初の４月１日までの間をいう。以下

この章において同じ。）の末日の翌日から起算し

て１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職

日がある職員にあっては、当該異動期間の末日の

翌日から定年退職日までの期間内。第３項におい

て同じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当

該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を

占めたまま勤務をさせることができる。 

(１) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必

要とするものであるため、当該職員の他の職へ

の降任等により生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず公務の運営に著しい支障が生ずるこ

と。 

(２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件

に特殊性があるため、当該職員の他の職への降

任等による欠員を容易に補充することができず

公務の運営に著しい支障が生ずること。 

(３) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の

遂行上重大な障害となる特別の事情があるた

め、当該職員の他の職への降任等により公務の

運営に著しい支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動

期間（これらの規定により延長された期間を含

む。）が延長された管理監督職を占める職員につ

いて、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認

めるときは、人事委員会の承認を得て、延長され

た当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある

職員にあっては、延長された当該異動期間の末日

の翌日から定年退職日までの期間内。第４項にお

いて同じ。）で延長された当該異動期間を更に延

長することができる。ただし、更に延長される当

該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督
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職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年

を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延

長することができる場合を除き、他の職への降任

等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互

に類似する複数の管理監督職であって、これらの

欠員を容易に補充することができない年齢別構成

その他の特別の事情がある管理監督職として人事

委員会規則で定める管理監督職をいう。以下この

項において同じ。）に属する管理監督職を占める

職員について、当該特定管理監督職群に属する管

理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係

る標準職務遂行能力及び当該管理監督職について

の適性を有すると認められる職員（当該管理監督

職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を

除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等

の事情があるため、当該職員の他の職への降任等

により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充

することができず業務の遂行に重大な障害が生ず

ると認めるときは、当該職員が占める管理監督職

に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続

き当該管理監督職を占めている職員に当該管理監

督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当

該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管

理監督職に降任し、若しくは転任することができ

る。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定によ

り異動期間（これらの規定により延長された期間

を含む。）が延長された管理監督職を占める職員

について前項に規定する事由があると認めるとき

（第２項の規定により延長された当該異動期間を

更に延長することができるときを除く。）、又は前

項若しくはこの項の規定により異動期間（前３項

又はこの項の規定により延長された期間を含

む。）が延長された管理監督職を占める職員につ

いて前項に規定する事由が引き続きあると認める

ときは、人事委員会の承認を得て、延長された当

該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超え

ない期間内で延長された当該異動期間を更に延長

することができる。 

 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第10条 任命権者は、前条の規定により異動期間を
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延長する場合及び同条第３項の規定により他の管

理監督職に降任等をする場合には、あらかじめ職

員の同意を得なければならない。 

 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第11条 任命権者は、第９条の規定により異動期間

を延長した場合において、当該異動期間の末日の

到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したと

きは、他の職への降任等をするものとする。 

 

 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第12条 任命権者は、年齢60年に達した日以後に退

職（臨時的に任用される職員その他の法律により

任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退

職する場合を除く。）をした者（以下この条及び

次条において「年齢60年以上退職者」という。）

を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定

める情報に基づく選考により、短時間勤務の職

（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤

務時間が、常時勤務を要する職でその職務が当該

短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間

当たりの通常の勤務時間に比し短い時間である職

をいう。以下この条及び次条において同じ。）に

採用することができる。ただし、年齢60年以上退

職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職

に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占め

る職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該

短時間勤務の職と同種の職を占めているものとし

た場合における定年退職日をいう。）を経過した

者であるときは、この限りでない。 

 

 

第13条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、

組合（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284

条第１項に規定する地方公共団体の組合であって

鳥取県が加入するものをいう。）の年齢60年以上

退職者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規

則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務

の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を

準用する。 

 

 

第５章 雑則  
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第14条 この条例の実施に関し必要な事項は、人事

委員会規則で定める。 

 

 

 

附 則 

１～４ 略 

附 則 

１～４ 略 

（定年に関する経過措置） 

５ 令和５年４月１日から令和13年３月31日までの

間における第３条本文の規定の適用については、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中

「65年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月

31日まで 

61年 

令和７年４月１日から令和９年３月

31日まで 

62年 

令和９年４月１日から令和11年３月

31日まで 

63年 

令和11年４月１日から令和13年３月

31日まで 

64年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 令和５年４月１日から令和13年３月31日までの

間における第３条ただし書の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同

条ただし書中「70年」とあるのはそれぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月

31日まで 

66年 

令和７年４月１日から令和９年３月

31日まで 

67年 

令和９年４月１日から令和11年３月

31日まで 

68年 

令和11年４月１日から令和13年３月

31日まで 

69年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

７ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用さ

れる職員その他の法律により任期を定めて任用さ

れる職員、非常勤職員並びに第３条ただし書に規

定する職員を除く。以下この項において同じ。）

が年齢60年に達する日の属する年度の前年度（以

下この項において「情報の提供及び勤務の意思の

確認を行うべき年度」という。）（情報の提供及び

勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でなかっ

た者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を

行うべき年度の末日後に採用された職員（異動等
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により情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべ

き年度の末日を経過することとなった職員（以下

この項において「末日経過職員」という。）を除

く。）にあっては、当該職員が採用された日から

同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職

員にあっては、当該職員の異動等の日が属する年

度（当該日が年度の初日である場合は、当該年度

の前年度））において、当該職員に対し、当該職

員が年齢60年に達する日以後に適用される任用及

び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を

提供するものとするとともに、同日の翌日以後に

おける勤務の意思を確認するよう努めるものとす

る。 

８ 警察本部長は、当分の間、警察法第56条の２第

１項に規定する特定地方警務官（以下単に「特定

地方警務官」という。）が年齢60年に達する日の

属する年度の前年度において、当該特定地方警務

官に対し、当該特定地方警務官が年齢60年に達す

る日以後に適用される任用及び給与に関する措置

の内容その他の必要な情報を提供するものとする

とともに、同日の翌日以後における勤務の意思を

確認するよう努めるものとする。 

 

  

（職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の給与に関する条例（昭和26年鳥取県条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（給与の種類） 

第１条の２ この条例による給与は、職員（前条に

掲げる職員のうち常時勤務を要するもの及び短時

間勤務職員（地方公務員法第22条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下

同じ。）をいう。以下同じ。）にあっては、給料、

管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤

務手当、へき地手当（これに準ずる手当を含

む。）、定時制通信教育手当、特地勤務手当に準ず

る手当、災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当

及び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含

む。以下同じ。）、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特

別手当及び退職手当とし、地方公務員法第22条の

（給与の種類） 

第１条の２ この条例による給与は、職員（前条に

掲げる職員のうち常時勤務を要するもの及び短時

間勤務職員（地方公務員法第28条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下

同じ。）をいう。以下同じ。）にあっては、給料、

管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤

務手当、へき地手当（これに準ずる手当を含

む。）、定時制通信教育手当、特地勤務手当に準ず

る手当、災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当

及び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含

む。以下同じ。）、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、期末手当、勤勉手当、義務教育等教員特

別手当及び退職手当とし、地方公務員法第22条の
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２第１項に規定する職員（以下「会計年度任用職

員」という。）にあっては、第16条の14の定める

ところによる。 

２第１項に規定する職員（以下「会計年度任用職

員」という。）にあっては、第16条の14の定める

ところによる。 

 

（昇給等の基準） 

第４条 略 

２～10 略 

11 地方公務員法第22条の４第１項又は第22条の５

第１項の規定により採用された職員（以下「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額

は、その者に適用される給料表の定年前再任用短

時間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、

その者の属する職務の級に応じた額に、職員の勤

務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条

例第35号。以下「勤務時間条例」という。）第２

条第３項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号。以下

「県費負担教職員勤務時間条例」という。）第２

条第３項の規定により定められたその者の勤務時

間を勤務時間条例第２条第１項又は県費負担教職

員勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額とする。 

 

（昇給等の基準） 

第４条 略 

２～10 略 

11 地方公務員法第28条の４第１項、第28条の５第

１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定

により採用された職員（以下「再任用職員」とい

う。）の給料月額は、その者に適用される給料表

の再任用職員の欄に掲げる給料月額のうち、その

者の属する職務の級に応じた額とする。 

 

第４条の２ 地方公務員の育児休業等に関する法律

第10条第３項の規定により同条第１項に規定する

育児短時間勤務の承認を受けた職員（同法第17条

の規定による短時間勤務をすることとなった職員

を含む。以下「育児短時間勤務職員等」とい

う。）の給料月額は、前条第２項から第４項ま

で、第６項、第７項及び第11項の規定にかかわら

ず、これらの規定による給料月額に、勤務時間条

例第２条第２項又は県費負担教職員勤務時間条例

第２条第２項の規定により定められたその者の勤

務時間を勤務時間条例第２条第１項又は県費負担

教職員勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務

時間で除して得た数（以下「算出率」という。）

を乗じて得た額とする。 

 

第４条の２ 地方公務員の育児休業等に関する法律

第10条第３項の規定により同条第１項に規定する

育児短時間勤務の承認を受けた職員（同法第17条

の規定による短時間勤務をすることとなった職員

を含む。以下「育児短時間勤務職員等」とい

う。）の給料月額は、前条第２項から第４項ま

で、第６項、第７項及び第11項の規定にかかわら

ず、これらの規定による給料月額に、職員の勤務

時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例

第35号。以下「勤務時間条例」という。）第２条

第２項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に

関する条例（平成６年鳥取県条例第36号。以下

「県費負担教職員勤務時間条例」という。） 第２

条第２項の規定により定められたその者の勤務時

間を勤務時間条例第２条第１項又は県費負担教職

員勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数（以下「算出率」という。）を乗

じて得た額とする。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員を除く短時間勤務

職員の給料月額は、前条第２項から第４項までの

規定にかかわらず、これらの規定による給料月額

に、勤務時間条例第２条第３項若しくは第４項又

２ 短時間勤務職員の給料月額は、前条第２項から

第４項まで及び第11項の規定にかかわらず、これ

らの規定による給料月額に、勤務時間条例第２条

第３項若しくは第４項又は県費負担教職員勤務時
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は県費負担教職員勤務時間条例第２条第３項若し

くは第４項の規定により定められたその者の勤務

時間を勤務時間条例第２条第１項又は県費負担教

職員勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時

間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

間条例第２条第３項若しくは第４項の規定により

定められたその者の勤務時間を勤務時間条例第２

条第１項又は県費負担教職員勤務時間条例第２条

第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする。 

 

（期末手当） 

第16条の４ 略 

２ 略 

３ 前項の規定にかかわらず、定年前再任用短時間

勤務職員に対する期末手当の額は、期末手当基礎

額に、100分の65.5を乗じて得た額（特定幹部職

員にあっては、100分の55.5を乗じて得た額）

に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の

在職期間の区分に応じて、前項の表に定める割合

を乗じて得た額とする。 

４～６ 略 

 

（期末手当） 

第16条の４ 略 

２ 略 

３ 前項の規定にかかわらず、再任用職員に対する

期末手当の額は、期末手当基礎額に、100分の

65.5を乗じて得た額（特定幹部職員にあっては、

100分の55.5を乗じて得た額）に、基準日以前６

月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に

応じて、前項の表に定める割合を乗じて得た額と

する。 

４～６ 略 

 

（勤勉手当） 

第16条の７ 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者

が人事委員会の定める基準に従って定める割合を

乗じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額のその者に所属する次

の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはならない。 

 

（勤勉手当） 

第16条の７ 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者

が人事委員会の定める基準に従って定める割合を

乗じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額のその者に所属する次

の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはならない。 

(１) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務

職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に

当該職員がそれぞれその基準日現在（退職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死

亡した日現在。次項において同じ。）において

受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地

域手当の月額の合計額を加算した額に100分の

77.5（特定幹部職員にあっては、100分の

97.5）を乗じて得た額の総額 

(１) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞ

れその基準日現在（退職し、又は死亡した職員

にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次

項において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合

計額を加算した額に100分の77.5（特定幹部職

員にあっては、100分の97.5）を乗じて得た額

の総額 

(２) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務

職員 当該定年前再任用短時間勤務職員の勤勉

手当基礎額に、100分の39.5（特定幹部職員に

あっては、100分の49.5）を乗じて得た額の総

額 

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用

職員の勤勉手当基礎額に、100分の39.5（特定

幹部職員にあっては、100分の49.5）を乗じて

得た額の総額 

３～５ 略 ３～５ 略 

 

（義務教育等教員特別手当） 

第16条の８ 略 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、8,000円を

 

（義務教育等教員特別手当） 

第16条の８ 略 

２ 義務教育等教員特別手当の月額は、8,000円を
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超えない範囲内で、職務の級及び号給（定年前再

任用短時間勤務職員にあっては、職務の級）の別

に応じて、人事委員会規則で定める。 

３～５ 略 

超えない範囲内で、職務の級及び号給（再任用職

員にあっては、職務の級）の別に応じて、人事委

員会規則で定める。 

３～５ 略 

 

（定年前再任用短時間勤務職員等についての適用除

外） 

第16条の11 第４条第３項から第10項まで、第７条

の３から第９条まで、第９条の３、第９条の５、

第11条の４、第11条の５、第11条の９及び第16条

の９の規定は、定年前再任用短時間勤務職員及び

地方公務員の育児休業等に関する法律第18条第１

項又は任期付職員の採用等に関する条例第４条の

規定により任期を定めて採用された職員には、適

用しない。 

 

附 則  

１～８ 略 

９ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60歳

に達した日後における最初の４月１日（附則第11

項及び第13項において「特定日」という。）以

後、当該職員に適用される給料表の給料月額のう

ち、第４条第２項の規定により当該職員の属する

職務の級並びに同条第３項、第４項、第６項及び

第７項の規定により当該職員の受ける号給に応じ

た額に100分の70を乗じて得た額（当該額に、50

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50

円以上100円未満の端数を生じたときはこれを100

円に切り上げるものとする。）とする。 

10 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しな

い。 

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律によ

り任期を定めて任用される職員及び非常勤職員 

(２) 職員の定年等に関する条例（昭和59年鳥取

県条例第１号）第３条ただし書に規定する職員 

(３) 職員の定年等に関する条例第９条第１項又

は第２項の規定により同条第１項に規定する異

動期間（同条第１項又は第２項の規定により延

長された期間を含む。）を延長された同条例第

４条第１項ただし書に規定する管理監督職を占

める職員 

(４) 職員の定年等に関する条例第４条第１項又

は第２項の規定により勤務している職員（同条

例第２条に規定する定年退職日において前項の

規定が適用されていた職員を除く。） 

 

（再任用職員等についての適用除外） 

 

第16条の11 第７条の３から第９条まで、第９条の

３、第９条の５、第11条の４、第11条の５、第11

条の９及び第16条の９の規定は、再任用職員及び

地方公務員の育児休業等に関する法律第18条第１

項又は任期付職員の採用等に関する条例第４条の

規定により任期を定めて採用された職員には、適

用しない。 

 

 

附 則  

１～８ 略 
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11 地方公務員法第28条の２第４項に規定する他の

職への降任等をされた職員であって、当該他の職

への降任等をされた日（以下この項及び附則第15

項において「異動日」という。）の前日から引き

続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特

定日に附則第９項の規定により当該職員の受ける

給料月額（以下この項及び附則第13項において

「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に

当該職員が受けていた給料月額に100分の70を乗

じて得た額（当該額に、50円未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端

数を生じたときはこれを100円に切り上げるもの

とする。以下この項において「基礎給料月額」と

いう。）に達しないこととなる職員（人事委員会

規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特

定日以後、附則第９項の規定により当該職員の受

ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料

月額との差額に相当する額を給料として支給す

る。 

12 前項の規定による給料の額と当該給料を支給さ

れる職員の受ける給料月額との合計額が第４条第

２項の規定により当該職員の属する職務の級にお

ける最高の号給の給料月額を超える場合における

前項の規定の適用については、同項中「基礎給料

月額と特定日給料月額」とあるのは、「第４条第

２項の規定により当該職員の属する職務の級にお

ける最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給

料月額」とする。 

13 警察法（昭和29年法律第162号）第56条の４第

１項の規定による任命により職員となった者のう

ち、特定日給料月額が、当該任命をされた日の前

日に当該職員が適用を受けていた一般職の職員の

給与に関する法律（昭和25年法律第95号）第６条

に規定する公安職俸給表に定められる俸給月額に

100分の70を乗じて得た額（当該額に、50円未満

の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以上

100円未満の端数を生じたときはこれを100円に切

り上げるものとする。以下この項において「基礎

俸給月額」という。）に達しないこととなる職員

（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、

当分の間、特定日以後、附則第９項の規定により

当該職員の受ける給料月額のほか、基礎俸給月額

と特定日給料月額との差額に相当する額を給料と

して支給する。 

14 附則第12項の規定は、前項の規定の適用につい
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て準用する。この場合において、附則第12項中

「前項」とあるのは「第13項」と、「基礎給料月

額」とあるのは「基礎俸給月額」と読み替えるも

のとする。 

15 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受け

る職員（附則第９項の規定の適用を受ける職員に

限り、附則第11項に規定する職員を除く。）であ

って、同項の規定による給料を支給される職員と

の権衡上必要があると認められる職員には、当分

の間、当該職員の受ける給料月額のほか、人事委

員会規則で定めるところにより、附則第11項及び

第12項の規定に準じて算出した額を給料として支

給する。 

16 附則第11項、第13項又は前項の規定による給料

を支給される職員以外の附則第９項の規定の適用

を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当

該給料を支給される職員との権衡上必要があると

認められる職員には、当分の間、当該職員の受け

る給料月額のほか、人事委員会規則で定めるとこ

ろにより、前５項の規定に準じて算出した額を給

料として支給する。 

17 附則第11項、第13項又は前２項の規定による給

料を支給される職員に対する第16条の４第５項

（第16条の７第４項において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、第16条の４第５

項中「給料月額」とあるのは、「給料月額と附則

第11項、第13項、第15項又は第16項の規定による

給料の額との合計額」とする。 

18 附則第９項の規定の適用を受ける職員には、人

事委員会規則で定めるところにより、同項の規定

の適用により給料月額が異動することとなった旨

の通知を行うものとする。 

19 附則第９項から前項までに定めるもののほか、

附則第９項の規定による給料月額、附則第11項の

規定による給料その他附則第９項から前項までの

規定の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則

で定める。 

 

別表第１ 行政職給料表（第３条関係） 

職

員

の

区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

８

級 

９

級 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１ 行政職給料表（第３条関係） 

職

員

の

区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

８

級 

９

級 
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 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定

年

前

再

任

用

短

時

間

勤

務

職

員

以

外

の

職

員 

 略         

定

年

前

再

任

用

短

時

間

勤

務

職

員 

 略         

備考  

１ この表は、他の給料表の適用を受けない全

ての職員に適用する。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用に

ついては、表中「給料月額」とあるのは、

「基準給料月額」と読み替えるものとする。 

 

別表第２ 公安職給料表（第３条関係） 

職  職 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略         

再

任

用

職

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略         

備考  

この表は、他の給料表の適用を受けない全

ての職員に適用する。 

 

 

 

 

別表第２ 公安職給料表（第３条関係） 

職  職 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９
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員

の

区

分 

務

の

級 

級 級 級 級 級 級 級 級 級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定

年

前

再

任

用

短

時

間

勤

務

職

員

以

外

の

職

員 

 略         

定

年

前

再

任

用

短

時

間

勤

務

職

員 

 略         

備考  

１ この表は、警察官に適用する。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用に

ついては、表中「給料月額」とあるのは、

「基準給料月額」と読み替えるものとする。 

 

員

の

区

分 

務

の

級 

級 級 級 級 級 級 級 級 級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略         

再

任

用

職

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 略         

備考  

この表は、警察官に適用する。 
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別表第３ 教育職給料表（第３条関係） 

ア 教育職給料表(１) 

職員

の区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

特

２

級 

３

級 

４

級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 略      

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 略      

備考 

１・２ 略 

３ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用

については、表中「給料月額」とあるの

は、「基準給料月額」と読み替えるものと

する。 

イ 教育職給料表(２) 

職 員

の 区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

特

２

級 

３

級 

４

級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定 年

前 再

任 用

 略      

別表第３ 教育職給料表（第３条関係） 

ア 教育職給料表(１) 

職員

の区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

特

２

級 

３

級 

４

級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再任

用職

員以

外の

職員 

 

 

 

 

 略      

再任

用職

員 

 

 

 

 

 略      

備考 

１・２ 略 

 

 

 

 

イ 教育職給料表(２) 

職 員

の 区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

特

２

級 

３

級 

４

級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再 任

用 職

員 以

 略      
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短 時

間 勤

務 職

員 以

外 の

職員 

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 

 略      

 

外 の

職員 

 

 

 

 

再 任

用 職

員 

 

 

 

 

 略      

 

備考 

１・２ 略 

３ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用

については、表中「給料月額」とあるの

は、「基準給料月額」と読み替えるものと

する。 

備考 

１・２ 略 

 

 

別表第４ 研究職給料表（第３条関係） 

職員の区分  職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定 年 前 再 任

用 短 時 間 勤

務 職 員 以 外

の職員 

 略      

定 年 前 再 任

用 短 時 間 勤

務職員 

 略      

 

 

別表第４ 研究職給料表（第３条関係） 

職員の区分  職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再任用職員以

外の職員 

 

 

 略      

再任用職員 

 

 

 略      

 

備考  

１ この表は、試験場、研究所等で人事委員会

規則で定めるものに勤務し、試験研究又は調

査研究業務に従事する職員で人事委員会規則

で定めるものに適用する。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用に

ついては、表中「給料月額」とあるのは、

「基準給料月額」と読み替えるものとする。 

備考  

この表は、試験場、研究所等で人事委員会

規則で定めるものに勤務し、試験研究又は調

査研究業務に従事する職員で人事委員会規則

で定めるものに適用する。 
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別表第５ 医療職給料表（第３条関係） 

ア 医療職給料表(１) 

職 員 の

区分 

 職務

の級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 以 外

の職員 

 略     

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 

 略     

備考  

１ この表は、病院、診療所、保健所等に勤

務する医師及び歯科医師で人事委員会規則

で定めるものに適用する。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用

については、表中「給料月額」とあるの

は、「基準給料月額」と読み替えるものと

する。 

 

イ 医療職給料表(２) 

職 員

の 区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定 年

前 再

任 用

短 時

 略       

 

別表第５ 医療職給料表（第３条関係） 

ア 医療職給料表(１) 

職 員 の

区分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再 任 用

職 員 以

外 の 職

員 

 

 

 略     

再 任 用

職員 

 

 

 

 略     

備考  

この表は、病院、診療所、保健所等に勤

務する医師及び歯科医師で人事委員会規則

で定めるものに適用する。 

 

 

 

 

 

イ 医療職給料表(２) 

職 員

の 区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再 任

用 職

員 以

外 の

 略       
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間 勤

務 職

員 以

外 の

職員 

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 

 略       

備考  

１ この表は、病院、診療所、保健所等に勤

務する薬剤師、栄養士その他の職員で人事

委員会規則で定めるものに適用する。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用

については、表中「給料月額」とあるの

は、「基準給料月額」と読み替えるものと

する。 

職員 

 

 

 

 

再 任

用 職

員 

 

 

 

 

 略       

備考  

この表は、病院、診療所、保健所等に勤

務する薬剤師、栄養士その他の職員で人事

委員会規則で定めるものに適用する。 

 

 

ウ 医療職給料表(３) 

職 員

の 区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 以

外 の

職員 

 略       

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

 略       

 

ウ 医療職給料表(３) 

職 員

の 区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再 任

用 職

員 以

外 の

職員 

 

 

 

 

 略       

再 任

用 職

員 

 

 

 略       
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務 職

員 

備考  

１ この表は、病院、診療所、保健所等に勤

務する助産師、看護師、准看護師その他の

職員で人事委員会規則で定めるものに適用

する。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用

については、表中「給料月額」とあるの

は、「基準給料月額」と読み替えるものと

する。 

 

 

備考  

この表は、病院、診療所、保健所等に勤

務する助産師、看護師、准看護師その他の

職員で人事委員会規則で定めるものに適用

する。 

 

 

別表第６ 海事職給料表（第３条関係） 

職 員

の 区

分 

 職務

の級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 以

外 の

職員 

 略      

定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 

 略      

備考  

１ この表は、船舶に乗り組む船長、航海士、

機関長、機関士等で人事委員会規則で定める

ものに適用する。 

２ 定年前再任用短時間勤務職員の項の適用に

ついては、表中「給料月額」とあるのは、

「基準給料月額」と読み替えるものとする。 

 

別表第６ 海事職給料表（第３条関係） 

職 員

の 区

分 

 職務

の級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

 号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再 任

用 職

員 以

外 の

職員 

 

 

 

 

 略      

再 任

用 職

員 

 

 

 

 

 略      

備考  

この表は、船舶に乗り組む船長、航海士、

機関長、機関士等で人事委員会規則で定める

ものに適用する。 
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別表第８ 公安職給料表等級別基準職務表（第３条

関係） 

職 務

の 級 
標準的な職務 

 略  

５級 警察本部（警察法第47条第１項の規

定に基づき設置されるものをいう。

以下同じ。）の課長補佐の職務 

 

 略  
 

別表第８ 公安職給料表等級別基準職務表（第３条

関係） 

職 務

の 級 
標準的な職務 

 略  

５級 警察本部（警察法（昭和29年法律第

162号）第47条第１項の規定に基づき

設置されるものをいう。以下同じ。）

の課長補佐の職務 

 略  
 

  

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の退職手当に関する条例（昭和37年鳥取県条例第51号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。 

改 正 後 改 正 前 

  

（退職手当の支給） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、給与条

例第１条の２に規定する職員のうち常時勤務を要

するもの（以下「職員」という。）が退職した場

合に、その者（死亡による退職の場合には、その

遺族）に支給する。 

（退職手当の支給） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、給与条

例第１条の２に規定する職員のうち常時勤務を要

するもの（再任用職員（地方公務員法（昭和25年

法律第261号）第28条の４第１項、第28条の５第

１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定

により採用された者をいう。以下同じ。）を除

く。以下「職員」という。）が退職した場合に、

その者（死亡による退職の場合には、その遺族）

に支給する。 

２ 職員以外の者のうち、職員について定められて

いる勤務時間以上勤務した日（法令により、勤務

を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日

を含む。）が18日（１月間の日数（鳥取県の休日

を定める条例（平成元年鳥取県条例第５号）第１

条第１項各号に掲げる日の日数は、算入しな

い。）が20日に満たない場合にあっては、18日か

ら20日と当該１月間の日数との差に相当する日数

を減じた日数。第15条第２項において「職員みな

し日数」という。）以上ある月が引き続いて12月

を超えるに至ったもので、その超えるに至った日

以後引き続き当該勤務時間により勤務することと

されているものは、職員とみなして、この条例

（第４条中11年以上25年未満の期間勤続した者の

通勤による負傷又は病気（以下「傷病」とい

う。）による退職及び死亡による退職に係る部分

以外の部分並びに第５条中公務上の傷病又は死亡

２ 職員以外の者（再任用職員を除く。）のうち、

職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令により、勤務を要しないこととされ、

又は休暇を与えられた日を含む。）が18日以上あ

る月が引き続いて12月を超えるに至ったもので、

その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時間

により勤務することとされているものは、職員と

みなして、この条例（第４条中11年以上25年未満

の期間勤続した者の通勤による負傷又は病気（以

下「傷病」という。）による退職及び死亡による

退職に係る部分以外の部分並びに第５条中公務上

の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに25年

以上勤続した者の通勤による傷病による退職及び

死亡による退職に係る部分以外の部分を除く。）

の規定を適用する。 
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による退職に係る部分並びに25年以上勤続した者

の通勤による傷病による退職及び死亡による退職

に係る部分以外の部分を除く。）の規定を適用す

る。 

 

（一般の退職手当） 

第２条の４ 退職した者に対する退職手当の額は、

次条から第５条の４まで及び第７条から第７条の

３までの規定により計算した退職手当の基本額

に、第８条の２の規定により計算した退職手当の

調整額を加えて得た額とする。 

 

（一般の退職手当） 

第２条の４ 退職した者に対する退職手当の額は、

次条から第５条の３まで及び第７条から第７条の

３までの規定により計算した退職手当の基本額

に、第８条の２の規定により計算した退職手当の

調整額を加えて得た額とする。 

 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本

額） 

第３条 退職した者で、次の表の退職者の欄に掲げ

るものに対する退職手当の基本額は、退職の日に

おけるその者の給料月額（給料（これに相当する

給与を含む。以下同じ。）が日額で定められてい

る者については、給料の日額の21日分に相当する

額とし、職員が休職、停職、減給その他の理由に

よりその給料の一部又は全部を支給されない場合

においては、これらの理由がないと仮定した場合

におけるその者の受けるべき給料の月額とする。

以下「退職日給料月額」という。）に、その者の

勤続期間が該当する同表の年数の欄に掲げる年数

の区分に応じ、それぞれ同表の割合の欄に定める

割合を乗じて得た額とする。  

退職者 年数 割合 

１ 傷病（厚生年金

保険法（昭和29年

法律第115号）第47

条第２項に規定す

る障害等級に該当

する程度の障害の

状態にある傷病と

す る 。 以 下 こ の

表、次条及び第５

条において同じ。）

又 は 死 亡 に よ ら

ず、その者の都合

により退職した者

（第17条第１項各

号に掲げる者及び

傷病によらず、地

略  

 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本

額） 

第３条 退職した者で、次の表の退職者の欄に掲げ

るものに対する退職手当の基本額は、退職の日に

おけるその者の給料月額（給料（これに相当する

給与を含む。以下同じ。）が日額で定められてい

る者については、給料の日額の21日分に相当する

額とし、職員が休職、停職、減給その他の理由に

よりその給料の一部又は全部を支給されない場合

においては、これらの理由がないと仮定した場合

におけるその者の受けるべき給料の月額とする。

以下「退職日給料月額」という。）に、その者の

勤続期間が該当する同表の年数の欄に掲げる年数

の区分に応じ、それぞれ同表の割合の欄に定める

割合を乗じて得た額とする。  

退職者 年数 割合 

１ 傷病（厚生年金

保険法（昭和29年

法律第115号）第47

条第２項に規定す

る障害等級に該当

する程度の障害の

状態にある傷病と

す る 。 以 下 こ の

表、次条、第５条

並びに附則第29項

及び第30項におい

て同じ。）又は死亡

によらず、その者

の都合により退職

した者（第17条第

１項各号に掲げる

略  

-39-



方公務員法第28条

第１項第１号から

第３号までの規定

による免職の処分

を受けて退職した

者を含む。以下こ

の表及び第８条の

２第４項において

「自己都合等退職

者」という。）で、

勤続期間が20年未

満のもの 

 

略   
 

者及び傷病によら

ず、地方公務員法

第28条第１項第１

号から第３号まで

の規定による免職

の処分を受けて退

職した者を含む。

以下この表及び第

８条の２第４項に

おいて「自己都合

等 退 職 者 」 と い

う。）で、勤続期間

が20年未満のもの 

略   
 

  

（給料月額の減額改定以外の理由により給料月額が

減額されたことがある場合の退職手当の基本額に係

る特例） 

第５条の２ 退職した者（警察法（昭和29年法律第

162号）第56条の４第１項の規定による任命（第

５条の４及び附則第18項において「特定任命」と

いう。）により職員となった後に退職した者を除

く。）の基礎在職期間中に、給料月額の減額改定

（給料月額の改定をする条例が制定された場合に

おいて、当該条例による改定により当該改定前に

受けていた給料月額が減額されることをいう。以

下同じ。）以外の理由によりその者の給料月額が

減額されたことがある場合において、当該理由が

生じた日（以下「減額日」という。）における当

該理由により減額されなかったものとした場合の

その者の給料月額のうち最も多いもの（以下「特

定減額前給料月額」という。）が、退職日給料月

額よりも多いときは、その者に対する退職手当の

基本額は、前３条の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる額の合計額とする。 

（給料月額の減額改定以外の理由により給料月額が

減額されたことがある場合の退職手当の基本額に係

る特例） 

第５条の２ 退職した者の基礎在職期間中に、給料

月額の減額改定（給料月額の改定をする条例が制

定された場合において、当該条例による改定によ

り当該改定前に受けていた給料月額が減額される

ことをいう。以下同じ。）以外の理由によりその

者の給料月額が減額されたことがある場合におい

て、当該理由が生じた日（以下「減額日」とい

う。）における当該理由により減額されなかった

ものとした場合のその者の給料月額のうち最も多

いもの（以下「特定減額前給料月額」という。）

が、退職日給料月額よりも多いときは、その者に

対する退職手当の基本額は、前３条の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる額の合計額とする。 

 

(１)・(２) 略 

２ 略 

 (１)・(２) 略 

２ 略 

 

（定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係

る特例） 

第５条の３ 第５条の表２の項に規定する者（(１)

から(４)までに掲げる者に限る。）であって、定

年に達する日前における直近の３月31日までに退

職し、かつ、年齢50年以上であるものに対する同

 

（定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係

る特例） 

第５条の３ 第５条の表２の項(１)から(４)までに

掲げる者であって、定年に達する日前における直

近の３月31日までに退職し、かつ、年齢50年以上

であるものに対する同条及び前条第１項の規定の
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条及び前条第１項の規定の適用については、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替え

るものとする。 

読み替える

規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える字句 

第５条 退職日給料

月額 

退職日給料月額及

び退職日給料月額

に退職の日におい

て定められている

その者に係る定年

と退職の日におけ

るその者の年齢と

の差に相当する年

数（当該年数が11

年から20年までで

あ る 場 合 は 、 10

年）１年につき100

分の２を乗じて得

た額の合計額 

第５条の２

第１項第１

号 

及び特定減

額前給料月

額 

並びに特定減額前

給料月額及び特定

減額前給料月額に

退職の日において

定められているそ

の者に係る定年と

退職の日における

その者の年齢との

差に相当する年数

（当該年数が11年

から20年までであ

る場合は、10年）

１年につき100分の

２を乗じて得た額

の合計額 

第５条の２

第１項第２

号 

退職日給料

月額に、 

退職日給料月額及

び退職日給料月額

に退職の日におい

て定められている

その者に係る定年

と退職の日におけ

るその者の年齢と

の差に相当する年

数（当該年数が11

適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。  

 

読み替える

規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える字句 

第５条 退職日給料

月額 

退職日給料月額及

び退職日給料月額

に退職の日におい

て定められている

その者に係る定年

と退職の日におけ

るその者の年齢と

の差に相当する年

数（当該年数が11

年から15年までで

あ る 場 合 は 、 10

年）１年につき100

分の２を乗じて得

た額の合計額 

第５条の２

第１項第１

号 

及び特定減

額前給料月

額 

並びに特定減額前

給料月額及び特定

減額前給料月額に

退職の日において

定められているそ

の者に係る定年と

退職の日における

その者の年齢との

差に相当する年数

（当該年数が11年

から15年までであ

る場合は、10年）

１年につき100分の

２を乗じて得た額

の合計額 

第５条の２

第１項第２

号 

退職日給料

月額に、 

退職日給料月額及

び退職日給料月額

に退職の日におい

て定められている

その者に係る定年

と退職の日におけ

るその者の年齢と

の差に相当する年

数（当該年数が11
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年から20年までで

あ る 場 合 は 、 10

年）１年につき100

分の２を乗じて得

た額の合計額に、 

略   
 

年から15年までで

あ る 場 合 は 、 10

年）１年につき100

分の２を乗じて得

た額の合計額に、 

略   
 

 

（特定任命により職員となった後に退職した者に関

する準用規定） 

第５条の４ 第５条の２（前条において読み替えて

適用する場合を含む。）の規定は、特定任命によ

り職員となった後に退職した者について準用す

る。この場合において、第５条の２の見出し中

「給料月額」とあるのは「俸給月額」と、同条中

「退職した者（警察法（昭和29年法律第162号）

第56条の４第１項の規定による任命（第５条の４

及び附則第18項において「特定任命」という。）

により職員となった後に退職した者を除く。）」と

あるのは「特定任命（警察法（昭和29年法律第

162号）第56条の４第１項の規定による任命をい

う。）により職員となった後に退職した者」と、

「給料月額の減額改定（給料月額の改定をする条

例が制定された場合において、当該条例による改

定により当該改定前に受けていた給料月額が減額

されることをいう。」とあるのは「俸給月額の減

額改定（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第

182号）第５条の２に規定されている俸給月額の

減額改定をいう。」と、「給料月額が減額されたこ

とがある場合」とあるのは「俸給月額が減額され

たことがある場合（特定任命を受けたことによ

り、特定任命前の俸給月額よりも低い給料月額を

支給されることとなった場合を含む。）」と、「給

料月額のうち」とあるのは「俸給月額のうち」

と、同条並びに前条の表第５条の２第１項第１号

の項及び第５条の２第１項第２号イの項中「特定

減額前給料月額」とあるのは「特定減額前俸給月

額」と読み替えるものとする。 

 

 

第７条の２ 第５条の２第１項（第５条の４におい

て読み替えて準用する場合を含む。以下この条に

おいて同じ。）の規定により計算した退職手当の

基本額が次の各号に掲げる同項第２号イ（第５条

の４において読み替えて準用する場合を含む。以

下この条において同じ。）に掲げる割合の区分に

 

第７条の２ 第５条の２第１項の規定により計算し

た退職手当の基本額が次の各号に掲げる同項第２

号イに掲げる割合の区分に応じ当該各号に定める

額を超えるときは、同項の規定にかかわらず、当

該各号に定める額をその者の退職手当の基本額と

する。 
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応じ当該各号に定める額を超えるときは、同項の

規定にかかわらず、当該各号に定める額をその者

の退職手当の基本額とする。 

(１) 60以上 特定減額前給料月額（第５条の４

において読み替えて準用する場合にあっては、

特定減額前俸給月額。次号において同じ。）に

60を乗じて得た額 

(１) 60以上 特定減額前給料月額に60を乗じて

得た額 

(２) 略  (２) 略 

 

第７条の３ 第５条の３に規定する者に対する前２

条の規定の適用については、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 
読み替える字句 

第７条 略  

退職日給料月

額 

退職日給料月額及

び退職日給料月額

に退職の日におい

て定められている

その者に係る定年

と退職の日におけ

るその者の年齢と

の差に相当する年

数（当該年数が11

年から20年までで

ある場合は、 10

年）１年につき

100分の２を乗じ

て得た額の合計額 

略  

第７条の２ 第５条の２第

１項（ 

 

第５条の３の規定

により読み替えて

適用する第５条の

２第１項（ 

略  

同項の 

 

第５条の３の規定

により読み替えて

適用する同項の 

第７条の２

第１号 

特定減額前給

料月額（第５

条の４におい

て読み替えて

準用する場合

特定減額前給料月

額（第５条の４に

おいて読み替えて

準用する場合にあ

っては、特定減額

 

第７条の３ 第５条の３に規定する者に対する前２

条の規定の適用については、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 
読み替える字句 

第７条 略  

退職日給料月

額 

退職日給料月額及

び退職日給料月額

に退職の日におい

て定められている

その者に係る定年

と退職の日におけ

るその者の年齢と

の差に相当する年

数（当該年数が11

年から15年までで

ある場合は、10

年）１年につき

100分の２を乗じ

て得た額の合計額 

略  

第７条の２ 第５条の２第

１項の 

 

第５条の３の規定

により読み替えて

適用する第５条の

２第１項の 

略  

同項の 同条の規定により

読み替えて適用す

る同項の 

第７条の２

第１号 

特定減額前給

料月額 

 

特定減額前給料月

額及び特定減額前

給料月額に退職の

日において定めら

れているその者に
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にあっては、

特定減額前俸

給月額。次号

に お い て 同

じ。） 

 

前俸給月額。以下

この号及び次号に

おいて同じ。）及

び特定減額前給料

月額に退職の日に

おいて定められて

いるその者に係る

定年と退職の日に

おけるその者の年

齢との差に相当す

る年数(当該年数

が11年から20年ま

でである場合は、

10年)１年につき

100分の２を乗じ

て得た額の合計額 

第７条の２

第２号 

特定減額前給

料月額 

特定減額前給料月

額及び特定減額前

給料月額に退職の

日において定めら

れているその者に

係る定年と退職の

日におけるその者

の年齢との差に相

当する年数(当該

年数が11年から20

年までである場合

は、10年)１年に

つき100分の２を

乗じて得た額の合

計額 

略  

及び退職日給

料月額 

並びに退職日給料

月額及び退職日給

料月額に退職の日

において定められ

ているその者に係

る定年と退職の日

におけるその者の

年齢との差に相当

する年数(当該年

数が11年から20年

までである場合

は、10年)１年に

係る定年と退職の

日におけるその者

の年齢との差に相

当する年数(当該

年数が11年から15

年までである場合

は、10年)１年に

つき100分の２を

乗じて得た額の合

計額 

 

 

 

 

 

 

第７条の２

第２号 

特定減額前給

料月額 

特定減額前給料月

額及び特定減額前

給料月額に退職の

日において定めら

れているその者に

係る定年と退職の

日におけるその者

の年齢との差に相

当する年数(当該

年数が11年から15

年までである場合

は、10年)１年に

つき100分の２を

乗じて得た額の合

計額 

略  

及び退職日給

料月額 

並びに退職日給料

月額及び退職日給

料月額に退職の日

において定められ

ているその者に係

る定年と退職の日

におけるその者の

年齢との差に相当

する年数(当該年

数が11年から15年

までである場合

は、10年)１年に
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つき100分の２を

乗じて得た額の合

計額 

略  
 

つき100分の２を

乗じて得た額の合

計額 

略  
 

 

（退職手当の調整額） 

第８条の２ 退職した者に対する退職手当の調整額

は、その者の基礎在職期間（第５条の２第２項に

規定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）の初

日の属する月からその者の基礎在職期間の末日の

属する月までの各月（地方公務員法第27条及び第

28条の規定による休職（公務上の傷病による休

職、通勤による傷病による休職及び職員の休職の

事由を定める条例（昭和56年鳥取県条例第７号）

第２条第１号に掲げる事由による休職を除く。）、

教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第26条

の規定による大学院修学休業、地方公務員法第29

条の規定による停職その他これらに準ずる理由に

より現実に職務に従事することを要しない期間の

ある月（現実に職務に従事することを要する日の

あった月を除く。第９条第４項において「休職月

等」という。）のうち規則で定めるものを除く。）

ごとに当該各月にその者が属していた次の各号に

掲げる職員の区分に応じて当該各号に定める額

（以下この項及び第５項において「調整月額」と

いう。）のうちその額が最も多いものから順次そ

の順位を付し、その第１順位から第60順位までの

調整月額（当該各月の月数が60月に満たない場合

には、当該各月の調整月額）を合計した額とす

る。 

 (１)～(８) 略 

 

（退職手当の調整額） 

第８条の２ 退職した者に対する退職手当の調整額

は、その者の基礎在職期間（第５条の２第２項に

規定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）の初

日の属する月からその者の基礎在職期間の末日の

属する月までの各月（地方公務員法第27条及び第

28条の規定による休職（公務上の傷病による休

職、通勤による傷病による休職及び職員の休職の

事由を定める条例（昭和56年鳥取県条例第７号）

第２条第１号に掲げる事由による休職を除く。）、

教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第26条

の規定による大学院修学休業、地方公務員法第29

条の規定による停職その他これらに準ずる理由に

より現実に職務に従事することを要しない期間の

ある月（現実に職務に従事することを要する日の

あった月を除く。以下「休職月等」という。）の

うち規則で定めるものを除く。）ごとに当該各月

にその者が属していた次の各号に掲げる職員の区

分に応じて当該各号に定める額（以下「調整月

額」という。）のうちその額が最も多いものから

順次その順位を付し、その第１順位から第60順位

までの調整月額（当該各月の月数が60月に満たな

い場合には、当該各月の調整月額）を合計した額

とする。 

 

 (１)～(８) 略 

２～５ 略 ２～５ 略 

 

（一般の退職手当の額に係る特例） 

第８条の３ 第５条に規定する者で次の各号に掲げ

る者に該当するものに対する退職手当の額が退職

の日におけるその者の基本給月額に当該各号に定

める割合を乗じて得た額に満たないときは、第２

条の４、第５条、第５条の２（第５条の４におい

て読み替えて準用する場合を含む。）及び前条の

規定にかかわらず、その乗じて得た額をその者の

退職手当の額とする。 

 

（一般の退職手当の額に係る特例） 

第８条の３ 第５条に規定する者で次の各号に掲げ

る者に該当するものに対する退職手当の額が退職

の日におけるその者の基本給月額に当該各号に定

める割合を乗じて得た額に満たないときは、第２

条の４、第５条、第５条の２及び前条の規定にか

かわらず、その乗じて得た額をその者の退職手当

の額とする。 

(１)～(４) 略  (１)～(４) 略 

２ 略 ２ 略 
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（失業者の退職手当） 

第15条 略 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期

間をいう。この場合において、当該勤続期間に係

る職員となった日前に職員等（職員又は職員以外

の者で勤務日数が職員みなし日数以上ある月が１

月以上あるもの（季節的業務に４月以内の期間を

定めて雇用され、又は季節的に４月以内の期間を

定めて雇用されていた者にあっては、引き続き当

該所定の期間を超えて勤務したものに限る。）を

いう。以下この項において同じ。）であったこと

がある者については、当該職員等であった期間を

含むものとし、当該勤続期間又は当該職員等であ

った期間に次の各号に掲げる期間が含まれている

ときは、当該各号に掲げる期間に該当する全ての

期間を除く。 

 

 

(１)・(２) 略 

３～10 略 

 

（失業者の退職手当） 

第15条 略 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期

間をいう。この場合において、当該勤続期間に係

る職員となった日前に職員等（職員又は職員以外

の者で職員について定められている勤務時間以上

勤務した日（法令の規定により、勤務を要しない

こととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）

が18日以上ある月が１月以上あるもの（季節的業

務に４月以内の期間を定めて雇用され、又は季節

的に４月以内の期間を定めて雇用されていた者に

あっては、引き続き当該所定の期間を超えて勤務

したものに限る。）をいう。以下この項において

同じ。）であったことがある者については、当該

職員等であった期間を含むものとし、当該勤続期

間又は当該職員等であった期間に次の各号に掲げ

る期間が含まれているときは、当該各号に掲げる

期間に該当するすべての期間を除く。 

 (１)・(２) 略 

３～10 略 

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定め

るもののほか、第１項又は第３項の規定による退

職手当の支給を受けることができる者で次の各号

の規定に該当するものに対しては、それぞれ当該

各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険

法の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手

当、就業促進手当、移転費又は求職活動支援費の

支給の条件に従い支給する。 

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定め

るもののほか、第１項又は第３項の規定による退

職手当の支給を受けることができる者で次の各号

の規定に該当するものに対しては、それぞれ当該

各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険

法の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手

当、就業促進手当、移転費又は求職活動支援費の

支給の条件に従い支給する。 

(１)～(４) 略  (１)～(４) 略 

(５) 公共職業安定所、職業安定法第４条第９項

に規定する特定地方公共団体若しくは同法第18

条の２に規定する職業紹介事業者の紹介した職

業に就くため、又は知事が雇用保険法の規定の

例により指示した同法第58条第１項に規定する

公共職業訓練等を受けるため、その住所又は居

所を変更する者 同条第２項に規定する移転費

の額に相当する金額 

 (５) 公共職業安定所、職業安定法第４条第８項

に規定する特定地方公共団体若しくは同法第18

条の２に規定する職業紹介事業者の紹介した職

業に就くため、又は知事が雇用保険法の規定の

例により指示した同法第58条第１項に規定する

公共職業訓練等を受けるため、その住所又は居

所を変更する者 同条第２項に規定する移転費

の額に相当する金額 

(６) 略 

12～17 略 

 (６) 略 

12～17 略 

 

（退職手当の支払の差止め） 

第18条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る一

 

（退職手当の支払の差止め） 

第18条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当

するときは、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る一
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般の退職手当等の額の支払を差し止める処分を行

うものとする。 

般の退職手当等の額の支払を差し止める処分を行

うものとする。 

(１) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係

る犯罪について禁錮以上の刑が定められている

ものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131

号）第６編に規定する略式手続によるものを除

く。以下同じ。）をされた場合において、その

判決の確定前に退職をしたとき。 

 (１) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係

る犯罪について禁錮
こ

以上の刑が定められている

ものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131

号）第６編に規定する略式手続によるものを除

く。以下同じ。）をされた場合において、その

判決の確定前に退職をしたとき。 

(２) 略 (２) 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を

行った退職手当管理機関は、次の各号のいずれか

に該当するに至った場合には、速やかに当該支払

差止処分を取り消さなければならない。ただし、

第３号に該当する場合において、当該支払差止処

分を受けた者がその者の基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその

他これを取り消すことが支払差止処分の目的に明

らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

５ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を

行った退職手当管理機関は、次の各号のいずれか

に該当するに至った場合には、速やかに当該支払

差止処分を取り消さなければならない。ただし、

第３号に該当する場合において、当該支払差止処

分を受けた者がその者の基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその

他これを取り消すことが支払差止処分の目的に明

らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

(１)  略 (１)  略 

(２) 当該支払差止処分を受けた者について、当

該支払差止処分の理由となった起訴又は行為に

係る刑事事件につき、判決が確定した場合（禁

錮以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が

確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない

処分があった場合であって、次条第１項の規定

による処分を受けることなく、当該判決が確定

した日又は当該公訴を提起しない処分があった

日から６月を経過した場合 

(２) 当該支払差止処分を受けた者について、当

該支払差止処分の理由となった起訴又は行為に

係る刑事事件につき、判決が確定した場合（禁

錮
こ

以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が

確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない

処分があった場合であって、次条第１項の規定

による処分を受けることなく、当該判決が確定

した日又は当該公訴を提起しない処分があった

日から６月を経過した場合 

(３) 略 

６～10 略 

 (３) 略 

６～10 略 

 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手

当の支給制限） 

第19条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われていない場合にお

いて、次の各号のいずれかに該当するときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をし

た者（第１号又は第２号に該当する場合におい

て、当該退職をした者が死亡したときは、当該一

般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継し

た者）に対し、第17条第１項に規定する事情及び

同項各号に規定する退職をした場合の一般の退職

手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退職

手当等の全部又は一部を支給しないこととする処

 

（退職後禁錮
こ

以上の刑に処せられた場合等の退職手

当の支給制限） 

第19条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われていない場合にお

いて、次の各号のいずれかに該当するときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をし

た者（第１号又は第２号に該当する場合におい

て、当該退職をした者が死亡したときは、当該一

般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継し

た者）に対し、第17条第１項に規定する事情及び

同項各号に規定する退職をした場合の一般の退職

手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退職

手当等の全部又は一部を支給しないこととする処
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分を行うことができる。 分を行うことができる。 

 (１) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後

に起訴をされた場合にあっては、基礎在職期間

中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該

退職後に禁錮以上の刑に処せられたとき。 

 (１) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後

に起訴をされた場合にあっては、基礎在職期間

中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該

退職後に禁錮
こ

以上の刑に処せられたとき。 

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き続い

た在職期間中の行為に関し地方公務員法第29条

第３項の規定による懲戒免職処分（以下「定年

前再任用短時間勤務職員に対する免職処分」と

いう。）を受けたとき。 

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き続い

た在職期間中の行為に関し地方公務員法第29条

第３項の規定による懲戒免職処分（以下「再任

用職員に対する免職処分」という。）を受けた

とき。 

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職をした

者（定年前再任用短時間勤務職員に対する免職

処分の対象となる者を除く。）について、当該

退職後に当該一般の退職手当等の額の算定の基

礎となる職員としての引き続いた在職期間中に

懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認め

たとき。 

２～６ 略 

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職をした

者（再任用職員に対する免職処分の対象となる

者を除く。）について、当該退職後に当該一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたとき。 

 

２～６ 略 

 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第20条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の

退職手当等の額が支払われた後において、次の各

号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る

退職手当管理機関は、当該退職をした者に対し、

第17条第１項に規定する事情のほか、当該退職を

した者の生計の状況を勘案して、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の支給を受けていなければ第15条第３項、

第６項又は第８項の規定による退職手当の支給を

受けることができた者（次条及び第22条において

「失業手当受給可能者」という。）であった場合

にあっては、これらの規定により算出される金額

（次条及び第22条において「失業者退職手当額」

という。）を除く。）の全部又は一部の返納を命ず

る処分を行うことができる。 

 

（退職をした者の退職手当の返納） 

第20条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の

退職手当等の額が支払われた後において、次の各

号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る

退職手当管理機関は、当該退職をした者に対し、

第17条第１項に規定する事情のほか、当該退職を

した者の生計の状況を勘案して、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の支給を受けていなければ第15条第３項、

第６項又は第８項の規定による退職手当の支給を

受けることができた者（次条及び第22条において

「失業手当受給可能者」という。）であった場合

にあっては、これらの規定により算出される金額

（次条及び第22条において「失業者退職手当額」

という。）を除く。）の全部又は一部の返納を命ず

る処分を行うことができる。 

 (１) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられ

たとき。 

 (１) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し禁錮
こ

以上の刑に処せられ

たとき。 

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き続い

た在職期間中の行為に関し定年前再任用短時間

勤務職員に対する免職処分を受けたとき。 

 (２) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き続い

た在職期間中の行為に関し再任用職員に対する

免職処分を受けたとき。 

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職をした

者（定年前再任用短時間勤務職員に対する免職

 (３) 当該退職手当管理機関が、当該退職をした

者（再任用職員に対する免職処分の対象となる
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処分の対象となる職員を除く。）について、当

該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認めたとき。 

２～６ 略 

職員を除く。）について、当該一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員としての引き続

いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。 

２～６ 略 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の

納付） 

第22条 退職をした者（死亡による退職の場合に

は、その遺族）に対し当該退職に係る一般の退職

手当等の額が支払われた後において、当該一般の

退職手当等の額の支払を受けた者（以下この条に

おいて「退職手当の受給者」という。）が当該退

職の日から６月以内に第20条第１項又は前条第１

項の規定による処分を受けることなく死亡した場

合（次項から第５項までに規定する場合を除

く。）において、当該退職に係る退職手当管理機

関が、当該退職手当の受給者の相続人（包括受遺

者を含む。以下この項から第６項までにおいて同

じ。）に対し、当該退職の日から６月以内に、当

該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間

中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたこと

を疑うに足りる相当な理由がある旨の通知をした

ときは、当該退職手当管理機関は、当該通知が当

該相続人に到達した日から６月以内に限り、当該

相続人に対し、当該退職をした者が当該一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべ

き行為をしたと認められることを理由として、当

該一般の退職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合には、失業者退職

手当額を除く。）の全部又は一部に相当する額の

納付を命ずる処分を行うことができる。 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の

納付） 

第22条 退職をした者（死亡による退職の場合に

は、その遺族）に対し当該退職に係る一般の退職

手当等の額が支払われた後において、当該一般の

退職手当等の額の支払を受けた者（以下この条に

おいて「退職手当の受給者」という。）が当該退

職の日から６月以内に第20条第１項又は前条第１

項の規定による処分を受けることなく死亡した場

合（次項から第５項までに規定する場合を除

く。）において、当該退職に係る退職手当管理機

関が、当該退職手当の受給者の相続人（包括受遺

者を含む。以下この条において同じ。）に対し、

当該退職の日から６月以内に、当該退職をした者

が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる

相当な理由がある旨の通知をしたときは、当該退

職手当管理機関は、当該通知が当該相続人に到達

した日から６月以内に限り、当該相続人に対し、

当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の

算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと

認められることを理由として、当該一般の退職手

当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可能

者であった場合にあっては、失業者退職手当額を

除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命

ずる処分を行うことができる。 

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以

内に第20条第５項又は前条第３項において準用す

る鳥取県行政手続条例第15条第１項の規定による

通知を受けた場合において、第20条第１項又は前

条第１項の規定による処分を受けることなく死亡

したとき（次項から第５項までに規定する場合を

除く。）は、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以

内に限り、当該退職手当の受給者の相続人に対

し、当該退職をした者が当該退職に係る一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以

内に第20条第５項又は前条第３項において準用す

る鳥取県行政手続条例第15条第１項の規定による

通知を受けた場合において、第20条第１項又は前

条第１項の規定による処分を受けることなく死亡

したとき（次項から第５項までに規定する場合を

除く。）は、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以

内に限り、当該退職手当の受給者の相続人に対

し、当該退職をした者が当該退職に係る一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引
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き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべ

き行為をしたと認められることを理由として、当

該一般の退職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合には、失業者退職

手当額を除く。）の全部又は一部に相当する額の

納付を命ずる処分を行うことができる。 

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべ

き行為をしたと認められることを理由として、当

該一般の退職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合にあっては、失業

者退職手当額を除く。）の全部又は一部に相当す

る額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下この項か

ら第５項までにおいて同じ。）が、当該退職の日

から６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合（第18条第１項第１

号に該当する場合を含む。次項において同じ。）

において、当該刑事事件につき判決が確定するこ

となく、かつ、第20条第１項の規定による処分を

受けることなく死亡したときは、当該退職に係る

退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死

亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給

者の相続人に対し、当該退職をした者が当該退職

に係る一般の退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認められることを

理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退

職をした者が失業手当受給可能者であった場合に

は、失業者退職手当額を除く。）の全部又は一部

に相当する額の納付を命ずる処分を行うことがで

きる。 

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下この項か

ら第５項までにおいて同じ。）が、当該退職の日

から６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合（第18条第１項第１

号に該当する場合を含む。次項において同じ。）

において、当該刑事事件につき判決が確定するこ

となく、かつ、第20条第１項の規定による処分を

受けることなく死亡したときは、当該退職に係る

退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死

亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給

者の相続人に対し、当該退職をした者が当該退職

に係る一般の退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認められることを

理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退

職をした者が失業手当受給可能者であった場合に

あっては、失業者退職手当額を除く。）の全部又

は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うこ

とができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以

内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し

起訴をされた場合において、当該刑事事件に関し

禁錮以上の刑に処せられた後において第20条第１

項の規定による処分を受けることなく死亡したと

きは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該

退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該

退職をした者が当該刑事事件に関し禁錮以上の刑

に処せられたことを理由として、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可

能者であった場合には、失業者退職手当額を除

く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以

内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し

起訴をされた場合において、当該刑事事件に関し

禁錮
こ

以上の刑に処せられた後において第20条第１

項の規定による処分を受けることなく死亡したと

きは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該

退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該

退職をした者が当該刑事事件に関し禁錮
こ

以上の刑

に処せられたことを理由として、当該一般の退職

手当等の額（当該退職をした者が失業手当受給可

能者であった場合にあっては、失業者退職手当額

を除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を

命ずる処分を行うことができる。 

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以

内に当該退職に係る一般の退職手当等の額の算定

の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中

の行為に関し定年前再任用短時間勤務職員に対す

る免職処分を受けた場合において、第20条第１項

の規定による処分を受けることなく死亡したとき

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以

内に当該退職に係る一般の退職手当等の額の算定

の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中

の行為に関し再任用職員に対する免職処分を受け

た場合において、第20条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当該退職に係
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は、当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退

職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、

当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職

をした者が当該行為に関し定年前再任用短時間勤

務職員に対する免職処分を受けたことを理由とし

て、当該一般の退職手当等の額（当該退職をした

者が失業手当受給可能者であった場合には、失業

者退職手当額を除く。）の全部又は一部に相当す

る額の納付を命ずる処分を行うことができる 

る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の

死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該行

為に関し再任用職員に対する免職処分を受けたこ

とを理由として、当該一般の退職手当等の額（当

該退職をした者が失業手当受給可能者であった場

合にあっては、失業者退職手当額を除く。）の全

部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行

うことができる。 

６～８ 略 ６～８ 略 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和37年12

月１日以後の退職に係る退職手当について適用す

る。 

２ 鳥取県職員退職手当支給条例（昭和24年８月鳥

取県条例第56号）は、廃止する。 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和37年12

月１日（以下「適用日」という。）以後の退職に

係る退職手当について適用する。 

２ 鳥取県職員退職手当支給条例（昭和24年８月鳥

取県条例第56号。以下「旧条例」という。）は、

廃止する。 

 ３ 適用日前の退職に係る退職手当については、な

お従前の例による。 

 ４ 適用日の前日に在職する職員（鳥取県職員退職

手当支給条例の一部を改正する条例（昭和33年鳥

取県条例第49号。以下「条例第49号」という。）

附則第２項各号列記以外の部分に規定する職員に

ついては、条例第49号附則第３項に規定する職員

に限る。）が適用日以後に次の各号に掲げる退職

（公務上の死亡以外の死亡による退職で規則で定

めるものを除く。）をした場合には、その者に支

給すべき退職手当の額は、第２条の４から第５条

の３まで及び第７条から第８条の３までの規定に

かかわらず、当該各号に掲げる額とする。 

(１) 第３条の表２の項又は第５条の規定に該当

する退職（傷病又は死亡による退職に限る。） 

その者につき旧条例第４条（死亡により退職し

た者にあっては、鳥取県職員退職手当支給条例

の一部を改正する条例（昭和29年鳥取県条例第

６号）附則第18項を含む。以下この項において

同じ。）の規定により計算した退職手当の額と

第２条の４、第３条、第５条、第８条の２又は

第８条の３の規定により計算した退職手当の額

とのいずれか多い額 

(２) 第７条又は第７条の２の規定に該当する退

職 その者につき旧条例第３条、第４条又は第

５条の規定により計算した退職手当の額と第７

条又は第７条の２の規定により計算した退職手
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当の額とのいずれか多い額 

 ５ 第８条の３第１項に規定する職員に暫定手当が

支給される間、同条第２項中「地域手当」とある

のは「地域手当並びに暫定手当」として同条の規

定を適用する。 

３ 職員の定年等に関する条例（昭和37年鳥取県条

例第51号）の施行の日に現に在職する職員のうち

次に掲げるものが、年齢50年以上で、その者の非

違によることなく勧奨を受けて退職した場合又は

知事が別に定める期間内に申し出てその者の非違

によることなく退職した場合において任命権者が

知事の承認を得たときは、第５条から第５条の３

までの規定に該当する場合のほか、当分の間、第

５条から第５条の３まで及び第７条から第７条の

３までの規定による退職手当を支給することがで

きる。 

(１) 先に職員として在職した者のうち、任命権

者の承認又は勧奨を受け、引き続いて外国政府

又は日本政府若しくは外国政府と特殊の関係が

あった法人で外国において日本たばこ産業株式

会社法（昭和59年法律第69号）附則第12条第１

項の規定による解散前の日本専売公社（以下

「旧専売公社」という。）、日本国有鉄道改革法

（昭和61年法律第87号）附則第２項の規定によ

る廃止前の日本国有鉄道法（昭和23年法律第

256号）第１条の規定により設立された日本国

有鉄道（以下「旧日本国有鉄道」という。）若

しくは日本電信電話株式会社等に関する法律

（昭和59年法律第85号）附則第４条第１項の規

定による解散前の日本電信電話公社（以下「旧

電信電話公社」という。）の事業と同種の事業

を行っていたもので、施行令附則第３項第３号

の規定により総務大臣が指定するものの職員と

なるため退職し、かつ、その職員としての身分

を失った後に引き続いて再び職員となったもの

（附則第10項第２号の規定により在職期間が引

き続いたものとみなされる期間内に再び職員と

なったものを含む。） 

 

(２) 略 

６ 職員の定年等に関する条例の施行の日に現に在

職する職員のうち次に掲げるものが、年齢50年以

上で、その者の非違によることなく勧奨を受けて

退職した場合又は知事が別に定める期間内に申し

出てその者の非違によることなく退職した場合に

おいて任命権者が知事の承認を得たときは、第５

条から第５条の３までの規定に該当する場合のほ

か、当分の間、第５条から５条の３まで及び第７

条から第７条の３までの規定による退職手当を支

給することができる。 

(１) 先に職員として在職した者のうち、任命権

者の承認又は勧奨を受け、引き続いて外国政府

又は日本政府若しくは外国政府と特殊の関係が

あった法人で外国において日本たばこ産業株式

会社法（昭和59年法律第69号）附則第12条第１

項の規定による解散前の日本専売公社（以下

「旧専売公社」という。）、日本国有鉄道改革法

（昭和61年法律第87号）附則第２項の規定によ

る廃止前の日本国有鉄道法（昭和23年法律第

256号）第１条の規定により設立された日本国

有鉄道（以下「旧日本国有鉄道」という。）若

しくは日本電信電話株式会社等に関する法律

（昭和59年法律第85号）附則第４条第１項の規

定による解散前の日本電信電話公社（以下「旧

電信電話公社」という。）の事業と同種の事業

を行っていたもので、施行令附則第３項第３号

の規定により総務大臣が指定するものの職員

（以下「外国政府職員等」という。）となるた

め退職し、かつ、その職員としての身分を失っ

た後に引き続いて再び職員となったもの（附則

第10項第２号の規定により在職期間が引き続い

たものとみなされる期間内に再び職員となった

ものを含む。） 

(２) 略 

 ７ 適用日の前日に現に在職する職員の同日以前に

おける勤続期間については、附則第８項から第12

項までの規定によるほか、第９条（第５項中段の

うち他の公務員に関する部分を除く。）、第10条、

第11条並びに職員の退職手当に関する条例の一部
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を改正する条例（昭和48年７月鳥取条例第36号。

以下「条例第36号」という。）附則第７項及び附

則第13項の規定の例による。 

 ８ 昭和29年２月28日に現に在職していた職員の同

日以前における次の各号に掲げる期間は、当該各

号に規定する者の職員としての在職期間とみな

す。この場合において、当該各号に規定する者

が、当該各号に掲げる期間に係る者としての身分

を失った際に、この条例の規定による退職手当に

相当する給与の支給を受けているときは、当該給

与の計算の基礎となった在職期間の３分の２の期

間は、その者の職員としての引き続いた在職期間

には、含まないものとする。 

(１) 先に職員として在職した者であって、任命

権者の承認又は勧奨を受け、引き続いて外国政

府職員等となるため退職し、かつ、外国政府職

員等としての身分を失った後に引き続いて再び

職員となったものの当該外国政府職員等として

の引き続いた在職期間の３分の２の期間 

(２) 先に職員として在職した者であって、任命

権者の承認又は勧奨を受け、引き続いて旧国民

医療法（昭和17年法律第70号）に規定する日本

医療団（以下「医療団」という。）の職員（以

下「医療団職員」という。）となるため退職

し、かつ、医療団の業務の地方公共団体への引

継ぎとともに引き続いて再び職員となったもの

の当該医療団職員としての引き続いた在職期間

の３分の２の期間 

(３) 先に職員として在職した者であって、任命

権者の承認又は勧奨を受け、引き続いて日本赤

十字社の救護員（以下「救護員」という。）と

なるため退職し、救護員として旧日本赤十字社

令（明治43年勅令第228号）の規定に基づき戦

地勤務（恩給法の一部を改正する法律（昭和28

年法律第155号）附則第41条の２第１項に規定

する戦地勤務をいう。以下同じ。）に服し、か

つ、救護員としての身分を失った後に引き続い

て再び職員となったものの当該救護員として戦

地勤務に服した期間の３分の２の期間 

(４) 先に職員として在職した者であってア又は

イに該当するもののア又はイに掲げる期間 

ア 任命権者の承認又は勧奨を受け、引き続い

て外国にあった特殊機関の職員で、施行令附

則第３項第６号の規定により総務大臣の指定

するもの（以下「外国特殊機関職員」とい
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う。）となるため退職し、かつ、外国特殊機

関職員としての身分を失った後に引き続いて

再び職員となった者の当該外国特殊機関職員

としての引き続いた在職期間の３分の２の期

間 

イ 任命権者の承認又は勧奨を受け、引き続い

て外国政府の職員となるため退職し、当該外

国政府の当該業務の外国にあった特殊機関へ

の引継ぎとともに引き続いて外国特殊機関職

員となり、かつ、外国特殊機関職員としての

身分を失った後に引き続いて再び職員となっ

た者の当該外国政府の職員及び当該外国特殊

機関職員としての引き続いた在職期間の３分

の２の期間 

 ９ 昭和29年２月28日に現に在職していた職員のう

ち、次の各号の一に掲げるものの先の職員として

の在職期間は、後の職員としての在職期間に引き

続いたものとみなす。 

(１) 先に職員として在職した者であって、兵役

に服するため退職し又は兵役に服するため待命

若しくは休職となり服役中期間の満了により退

職し、かつ、除隊の日又は軍人としての身分を

失った日（昭和20年８月15日に現に本邦以外の

地域にあった者が本邦に帰還した場合において

は、本邦に上陸した日）から昭和29年２月28日

までの間に他に就職することなく再び職員とな

ったもの 

(２) 先に職員として在職した者であって、任命

権者の承認又は勧しょうを受けて他の任命権者

に属する職員となるため退職し、かつ、任命権

者の手続の遅延のため退職の日の翌々日以後に

おいて他に就職することなくその承認又は勧し

ょうを受けた他の任命権者に属する職員となっ

たもの 

(３) 先に職員として在職した者であって、任命

権者の承認又は勧しょうを受け、引き続いて在

外研究員又は外国留学生（以下「在外研究員

等」という。）となるため退職し、かつ、その

研究又は留学を終えた後に引き続いて再び職員

となったもの 

(４) 先に職員として在職した者であって、任命

権者の勧しょうを受け、農林省委託開墾及耕地

整理技術員長期講習生となるため退職し、か

つ、その講習を終えた後に他に就職することな

く再び職員となったもの 
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 10 昭和20年８月15日に現に次の各号の一に掲げる

者であったものが当該各号に掲げる日から昭和29

年２月28日までの間に他に就職することなく職員

となった場合においては、当該各号に掲げる者で

あった期間は、そのものの職員としての在職期間

に引き続いたものとみなす。 

(１) 外地官署所属職員 外地官署所属職員の身

分に関する件（昭和21年勅令第287号）の規定

によりその身分を保留する期間が満了する日の

翌日 

(２) 外国政府職員等、外国特殊機関職員又は在

外研究員等 昭和20年８月16日 

(３) 救護員で戦地勤務に服したことのある者又

は軍人軍属 その身分を失った日 

 11 適用日に現に在職していた職員のうち、昭和20

年８月15日前に軍人軍属の身分を失ったことがあ

る者の同日前における勤続期間の計算について

は、その身分を失った日以後120日（特殊の事情

があると認められる場合には、任命権者が知事と

協議して定める期間を加算した期間）以内に他に

就職することなく職員となった場合においては、

軍人軍属としての在職期間は、その者の職員とし

ての在職期間に引き続いたものとみなす。 

 12 先に職員として在職した者であって、旧公職に

関する就職禁止、退官、退職等に関する勅令（昭

和21年勅令第109号）第１条若しくは旧公職に関

する就職禁止、退職等に関する勅令（昭和22年勅

令第１号）第３条の規定により退職させられたも

の又はこれらに準ずる措置で施行令附則第６項の

規定に基づく総理府令で定めるものによりその者

の意思によらないで退職させられたもの（先に職

員として在職し、終戦に伴い昭和20年８月15日以

後これらの措置により公職につくことを禁ぜられ

た日前においてその者の意思によらないで退職し

た者のうちこれらの措置の適用を受けたもので、

その禁ぜられた日（その禁ぜられた日前に再び職

員となった者については、その再び職員となった

日）の前日までの間に他に就職しなかったものを

含む。）が、その退職の後、法令の規定又は特別

の手続によりこれらの措置が解除された日（これ

らの措置により就職が制限されなかった職員とな

った場合にあっては、当該退職の日）から昭和29

年２月28日までの間に再び職員となった場合にお

いては、先に職員として在職した期間は、その者

の職員としての在職期間に引き続いたものとみな
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す。ただし、これらの措置が解除された日から

120日を経過した日以後に再び職員となった場合

において、当該経過した日から再び職員となった

日の前日までの間に他に就職していたことがある

ときは、この限りでない。 

 13 適用日の前日に現に在職していた職員であっ

て、他の公務員から引き続いて職員となったもの

及び同日に現に在職していた他の公務員であって

適用日以後に引き続いて職員となったものの適用

日の前日以前における他の公務員としての勤続期

間の計算については、附則第８項から前項までの

規定を準用するほか、第９条第５項及び第７項、

第11条並びに条例第36号附則第７項及び附則第13

項の規定の例による。この場合において、第９条

第５項ただし書中「退職により」とあるのは、

「退職（条例第36号による改正前の第12条第１項

の退職、附則第18項の特殊退職及び附則第19項に

規定する職員又は職員以外の地方公務員として在

職した後この条例の規定による退職手当又はこれ

に相当する給与の支給を受けてした退職を除

く。）により」と読み替えるものとする。 

 14 前項の場合において、先に職員として在職した

者であって適用日の前日以前においてこの条例の

規定による退職手当に相当する給与の支給を受け

ることなく引き続いて他の公務員となったものに

ついては、第24条第２項の規定により退職手当を

支給されないで他の公務員となったものとみなし

て同項の規定を適用する。 

 15 昭和20年８月15日に現に附則第10項各号に掲げ

る者（救護員で戦地勤務に服したことがある者、

外国特殊機関職員及び在外研究員等を除く。以下

この項において「外地官署所属職員等」とい

う。）であった者で同年同月同日において本邦外

にあったもののうち、昭和29年３月１日以後にお

いてその本邦に帰還した日から３年（特殊の事情

があると認められる場合には、任命権者が知事と

協議して定める期間を加算した期間。以下この項

において同じ。）以内に職員となったもの又は同

年同月同日以後においてその本邦に帰還した日か

ら３年以内に他の公務員となり、引き続き他の公

務員として在職した後引き続いて職員となったも

のについては、外地官署所属職員等であった期間

は、その者の同年同月同日以後において最初に開

始する職員又は他の公務員としての在職期間に引

き続いたものとみなし、かつ、当該他の公務員と
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しての在職期間に引き続いたものとみなす場合に

あっては当該他の公務員としての在職期間に含ま

れるものとして、その勤続期間を計算するものと

する。ただし、本邦に帰還した日から当該職員又

は他の公務員としての在職期間の開始の日の前日

までの間に他に就職したことがある者について

は、この限りでない。 

 16 前項に規定する者の昭和29年２月28日（同年３

月１日以後に附則第10項第１号に規定する期間が

満了する外地官署所属職員については、当該期間

が満了する日）以前における勤続期間の計算につ

いては、前項の規定に該当するものを除き、附則

第８項及び附則第９項（これらの規定を附則第13

項において準用する場合を含む。）並びに附則第

14項の規定を準用するほか、第９条第５項及び第

６項並びに第10条の規定の例による。この場合に

おいて、第９条第５項ただし書中「退職により」

とあるのは、「退職（附則第18項の特殊退職及び

附則第19項に規定する職員又は職員以外の地方公

務員として在職した後この条例の規定による退職

手当又はこれに相当する給与の支給を受けてした

退職を除く。）により」と読み替えるものとす

る。 

 17 昭和29年２月28日に現に在職する職員、同日に

現に他の公務員として在職し、同日後に引き続い

て職員となった者又は附則第15項に規定する者の

うち、職員としての引き続いた在職期間中におい

て職員又は他の公務員として在職した後この条例

の規定による退職手当又はこれに相当する給与の

支給を受けて特殊退職をし、かつ、職員又は他の

公務員となったことがあるものが退職した場合に

おけるその者に対する一般の退職手当の基本額

は、第３条から第５条の３まで、第７条及び第７

条の２並びに条例第36号による改正前の第12条第

２項及び附則第19項の規定にかかわらず、その者

の退職の日における給料月額に、第１号に掲げる

割合から第２号に掲げる割合（附則第19項に規定

する職員若しくは職員以外の地方公務員として在

職した後この条例の規定による退職手当若しくは

これに相当する給与の支給を受けて退職した者に

ついては、当該割合とその者に係る附則第19項に

おいてその例によることとされる附則第17項第２

号に掲げる割合とを合計した割合）を控除した割

合を乗じて得た額とする。 

(１) その者が第２条の４から第５条の３まで、
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第７条から第８条の３まで及び附則第４項並び

に条例第36号附則第３項から附則第６項までの

規定により計算した額の退職手当の支給を受け

るものとした場合における当該退職手当の基本

額の当該給料月額に対する割合 

(２) その者が特殊退職をした際に、その際支給

を受けたこの条例の規定による退職手当又はこ

れに相当する給与の額の計算の基礎となった勤

続期間（当該給与の額の計算の基礎となるべき

勤続期間がその者が在職した地方公共団体等の

退職手当に関する規定において明確に定められ

ていない場合には、当該給与の額を当該特殊退

職の日におけるその者の給料月額で除して得た

数に12を乗じて得た数（１未満の端数を生じた

ときに、その端数を切り捨てる。）に相当する

月数）をこの条例の規定により計算した勤続期

間とみなした場合のこの条例の規定による退職

手当（附則第12項の規定の適用を受ける職員及

び外地官署所属職員のうち、第４条若しくは第

５条（25年以上勤続して退職した者のうち勤務

公署の移転により退職した者であって任命権者

が知事が承認を得て定めるもの以外の者に係る

退職手当に関する部分を除く。）の規定による

退職手当又はこれに準ずる退職手当に係る退職

（以下「整理退職」という。）に該当する特殊

退職をした者については、第４条の規定による

退職手当）の支給を受けたものとした場合にお

ける当該退職手当の基本額の当該特殊退職の日

におけるその者の給料月額に対する割合（特殊

退職を２回以上した者については、それぞれの

特殊退職に係る当該割合を合計した割合） 

 18 前項の特殊退職は、次の各号に掲げる退職又は

身分の喪失とする。ただし、第１号から第３号ま

での退職にあっては、整理退職に該当する退職を

除く。 

(１) 職員が退職し、かつ、退職の日又はその翌

日に再び職員となる場合（他の公務員が退職

し、かつ、退職の日又はその翌日に再び当該退

職の日までその者が属していた地方公共団体等

の他の公務員となる場合を含む。）の退職 

(２) 職員又は他の公務員が任命権者の要請を受

けて職員又は他の公務員となるため退職し、か

つ、退職の日又はその翌日に職員又は当該他の

公務員となる場合（前号に該当する場合を除

く。）の退職 
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(３) 附則第８項各号又は附則第９項各号（これ

らの規定を附則第13項及び附則第16項において

準用する場合を含む。）の退職 

(４) 附則第12項（附則第13項において準用する

場合を含む。）の退職 

(５) 外地官署所属職員又は軍人軍属の身分の喪   

失 

 19 職員又は他の公務員から引き続いて職員となっ

た者のうち、職員としての引き続いた在職期間

（その者が当該在職期間中においてたばこ事業法

等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（昭和59年法律第71号）第４条及び日本電信電話

株式会社法及び電気通信事業法の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（昭和59年法律第87

号）第５条の規定による改正前の国家公務員等退

職手当法（昭和28年法律第182号）第２条に規定

する者として在職した後この条例の規定による退

職手当に相当する給与の支給を受けて退職をした

ことがある者である場合には、当該退職の日（当

該退職を２回以上した者については、そのうちの

最終の退職の日）以後の職員としての引き続いた

在職期間に限る。）中において、昭和37年11月30

日までの間は、職員又は職員以外の地方公務員と

して在職した後この条例の規定による退職手当又

はこれに相当する給与の支給を受けて退職（整理

退職に該当する退職及び特殊退職に該当する退職

を除く。）をし、かつ、退職の日又はその翌日

に、職員又は職員以外の地方公務員となったこと

があるものが退職した場合におけるその者に対す

る一般の退職手当の額については、附則第17項の

規定の例による。 

 20 昭和29年２月28日に現に在職する職員及び他の

公務員であって同年３月１日以後に引き続いて職

員となった者の同年３月１日以前における職員及

び他の公務員としての在職期間のうちに第９条第

４項に該当するものがあるときは、当該在職期間

の計算については、同項の規定にかかわらず、同

項の規定は適用しない。 

 21 職員が適用日前に第12条第１項に規定する公庫

等職員となるため退職をした場合（附則第４項の

適用を受ける職員については、適用日以後に当該

退職をした場合を含む。）におけるその者に対す

る同条第１項及び第３項の規定の適用について

は、同条第１項中「第５条の規定による退職手

当」とあるのは「第５条の規定による退職手当に
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準ずる退職手当」と、同条第３項中「第５条の規

定による退職手当に相当する給与」とあるのは

「第５条の規定による退職手当に準ずる退職手当

に相当する給与」とする。 

 22 第12条第２項（同条第３項において準用する場

合を含む。以下同じ。）に規定する職員のうち、

次の表の左欄に掲げる者については、同条第２項

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えて、同項の規定を適用

するものとする。  

附則第４項の

規定の適用を

受ける者 

第３条から

第５条まで

及び第７条 

附則第４項 

適用日前に第

12条第１項の

退職をした者 

支給を受け

た退職手当 

この条例の規定

による退職手当

の支給を受けた

ものとした場合

における当該退

職手当 
 

 23 昭和29年１月１日以後に死亡した職員について

は、死亡賜金、死亡一時金その他これに類するも

のは支給しない。 

４ 略 24 略 

５ 略 25 略  

６ 昭和60年３月31日に旧専売公社の職員として在

職していた者が、引き続いて日本たばこ産業株式

会社の職員となり、かつ、引き続き日本たばこ産

業株式会社の職員として在職した後職員となった

場合又は同日に旧電信電話公社の職員として在職

していた者が、引き続いて日本電信電話株式会社

の職員となり、かつ、引き続き日本電信電話株式

会社の職員として在職した後職員となった場合に

おけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続

期間の計算については、その者の同日までのたば

こ事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第４条（昭和59年法律第71号）及び日本電

信電話株式会社法及び電気通信事業法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律（昭和59年法律

第87号）第５条の規定による改正前の国家公務員

等退職手当法（昭和28年法律第182号）第２条第

２項に規定する職員としての引き続いた在職期間

及び昭和60年４月１日以後の日本たばこ産業株式

会社又は日本電信電話株式会社の職員としての在

職期間を職員としての引き続いた在職期間とみな

26 昭和60年３月31日に旧専売公社の職員として在

職していた者が、引き続いて日本たばこ産業株式

会社の職員となり、かつ、引き続き日本たばこ産

業株式会社の職員として在職した後職員となった

場合又は同日に旧電信電話公社の職員として在職

していた者が、引き続いて日本電信電話株式会社

の職員となり、かつ、引き続き日本電信電話株式

会社の職員として在職した後職員となった場合に

おけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続

期間の計算については、その者の同日までのたば

こ事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律第４条及び日本電信電話株式会社法及び電

気通信事業法の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律第５条の規定による改正前の国家公務員

等退職手当法第２条第２項に規定する職員として

の引き続いた在職期間及び昭和60年４月１日以後

の日本たばこ産業株式会社又は日本電信電話株式

会社の職員としての在職期間を職員としての引き

続いた在職期間とみなす。ただし、その者が日本

たばこ産業株式会社又は日本電信電話株式会社を
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す。ただし、その者が日本たばこ産業株式会社又

は日本電信電話株式会社を退職したことにより退

職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を

受けているときは、この限りでない。 

退職したことにより退職手当（これに相当する給

付を含む。）の支給を受けているときは、この限

りでない。 

７ 略 27 略  

８ 略 28 略 

９ 当分の間、35年以下の期間勤続して退職した者

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正する

条例（昭和48年鳥取県条例第36号。以下「条例第

36号」という。）附則第３項の規定に該当する者

を除く。）に対する退職手当の基本額は、第３条

から第５条の４まで及び附則第22項から第27項ま

での規定により計算した額にそれぞれ100分の

83.7を乗じて得た額とする。この場合において、

第８条の３第１項中「前条」とあるのは、「前条

並びに附則第９項」とする。 

29 当分の間、35年以下の期間勤続して退職した者

（条例第36号附則第３項の規定に該当する者を除

く。）に対する退職手当の基本額は、第３条から

第５条の３までの規定により計算した額にそれぞ

れ100分の83.7を乗じて得た額とする。この場合

において、第８条の３第１項中「前条」とあるの

は、「前条並びに附則第29項」とする。 

10 当分の間、36年以上42年以下の期間勤続して退

職した者（条例第36号附則第４項の規定に該当す

る者を除く。）で第３条の表２の項の規定に該当

する退職をしたものに対する退職手当の基本額

は、同条又は第５条の２（第５条の４において読

み替えて準用する場合を含む。）及び附則第25項

の規定により計算した額に前項に定める割合を乗

じて得た額とする。 

30 当分の間、36年以上42年以下の期間勤続して退

職した者（条例第36号附則第４項の規定に該当す

る者を除く。）で第３条の表２の項の規定に該当

する退職をしたものに対する退職手当の基本額

は、同条又は第５条の２の規定により計算した額

に前項に定める割合を乗じて得た額とする 

11 当分の間、35年を超える期間勤続して退職した

者（条例第36号附則第５項の規定に該当する者を

除く。）で第５条又は附則第23項の規定に該当す

る退職をしたものに対する退職手当の基本額は、

その者の勤続期間を35年として附則第９項の規定

の例により計算して得られる額とする。 

31 当分の間、35年を超える期間勤続して退職した

者（条例第36号附則第５項の規定に該当する者を

除く。）で第５条の規定に該当する退職をしたも

のに対する退職手当の基本額は、その者の勤続期

間を35年として附則第29項の規定の例により計算

して得られる額とする。 

12 略 

13 略 

14 略 

15 略 

16 略 

17 略 

32 略 

33 略 

34 略 

35 略 

36 略 

37 略 

18 特定任命により職員となった後に退職した者の

基礎在職期間中に俸給月額の減額改定（第５条の

４の規定により読み替えられた第５条の２に規定

する俸給月額の減額改定をいう。）によりその者

の俸給月額が減額されたことがある場合におい

て、その者の減額後の俸給月額が減額前の俸給月

額に達しない場合にその差額に相当する額を支給

することとする法令又はこれに準ずる給与の支給

の基準の適用を受けたことがあるときは、この条
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例の規定による俸給月額には、当該差額を含まな

いものとする。 

19 令和７年３月31日以前に退職した職員であって

第15条第１項、第３項又は第９項の規定による退

職手当の支給を受けるものに対しては、これら及

び同条第10項に規定する場合のほか、そのものが

特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１

項に規定する地域内に居住し、かつ、知事が同法

第24条の２第１項に規定する指導基準に照らして

再就職を促進するために必要な職業安定法第４条

第４項に規定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの（第15条第10項第２号ア又はイに

掲げる者を除く。）である場合には、雇用保険法

附則第５条の規定による基本手当の支給の例によ

り、当該基本手当の支給の条件に従い、第15条第

１項又は第３項の退職手当を支給することができ

る。 

38 令和４年３月31日以前に退職した職員であって

第15条第１項、第３項又は第９項の規定による退

職手当の支給を受けるものに対しては、これら及

び同条第10項に規定する場合のほか、そのものが

特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１

項に規定する地域内に居住し、かつ、知事が同法

第24条の２第１項に規定する指導基準に照らして

再就職を促進するために必要な職業安定法第４条

第４項に規定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの（第15条第10項第２号ア又はイに

掲げる者を除く。）である場合には、雇用保険法

附則第５条の規定による基本手当の支給の例によ

り、当該基本手当の支給の条件に従い、第15条第

１項又は第３項の退職手当を支給することができ

る。 

20 第２条第２項に規定する者以外の職員以外の者

の同項に規定する勤務した月が引き続いて６月を

超えるに至った場合には、当分の間、その者を同

項の職員とみなして、この条例の規定を適用す

る。この場合において、その者に対する第３条か

ら第５条までの規定による退職手当の額は、これ

らの規定により計算した退職手当の額の100分の

50に相当する金額とする。 

39 第２条第２項に規定する者以外の職員以外の者

（再任用職員を除く。）の同項に規定する勤務し

た月が引き続いて６月を超えるに至った場合に

は、当分の間、その者を同項の職員とみなして、

この条例の規定を適用する。この場合において、

その者に対する第３条から第５条までの規定によ

る退職手当の額は、これらの規定により計算した

退職手当の額の100分の50に相当する金額とす

る。 

21 略 40 略 

22 当分の間、第４条の規定は、11年以上25年未満

の期間勤続した者であって、60歳に達した日以後

における最初の３月31日以後その者の非違による

ことなく退職した者（定年の定めのない職を退職

した者及び同条の規定に該当する者を除く。）に

対する退職手当の基本額について準用する。この

場合における第３条の規定の適用については、同

条の表２の項中「又は第５条」とあるのは、「、

第５条又は附則第22項」とする。 

 

23 当分の間、第５条の規定は、25年以上の期間勤

続した者であって、60歳に達した日以後における

最初の３月31日以後その者の非違によることなく

退職した者（定年の定めのない職を退職した者及

び同条の規定に該当する者を除く。）に対する退

職手当の基本額について準用する。この場合にお

ける第３条の規定の適用については、同条の表２

の項中「又は第５条」とあるのは、「、第５条又

は附則第23項」とする。 
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24 前２項の規定は、次に掲げる職員が退職した場

合に支給する退職手当の基本額については適用し

ない。 

(１) 職員の定年等に関する条例第３条ただし書

に規定する職員に相当する職員 

(２) 給与その他の処遇の状況が前号に掲げる職

員に類する職員として規則で定める職員 

 

25 職員の給与に関する条例附則第９項の規定によ

る職員の給料月額の改定（次項において「給料月

額７割措置」という。）は、給料月額の減額改定

に該当しないものとする。 

 

26 当分の間、給料月額７割措置の適用を受ける者

のうち、給料月額７割措置を受けた日（以下この

項において「７割措置日」という。）より前に給

料月額の減額改定以外の理由によりその者の給料

月額が減額されたことがある場合において、当該

減額をされた日（以下この項において「特別特定

減額日」という。）の前日におけるその者の給料

月額（以下この項において「特別特定減額前給料

月額」という。）が７割措置日の前日におけるそ

の者の給料月額（以下この項において「７割措置

前給料月額」という。）よりも多く、かつ、７割

措置前給料月額が退職の日におけるその者の給料

月額より多いときは、その者に対して支給する退

職手当の基本額は、第５条の２の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる額の合計額とする。ただ

し、規則で定める場合については、規則で定める

額とする。 

(１) その者が特別特定減額前給料月額（当該特

別特定減額前給料月額に係る特別特定減額日が

２以上ある場合は、これらのうち最も遅い日の

前日におけるものをいう。以下この項において

同じ。）に係る減額日の前日に現に退職した理

由と同一の理由により退職したものとし、か

つ、その者の同日までの勤続期間及び特別特定

減額前給料月額を基礎として、第３条から第５

条までの規定により計算した場合の退職手当の

基本額に相当する額 

(２) その者が７割措置日の前日に現に退職した

理由と同一の理由により退職したものとし、か

つ、その者の同日までの勤続期間及び７割措置

前給料月額に、アに掲げる割合からイに掲げる

割合を控除した割合を乗じて得た額 

 ア その者が７割措置日の前日に現に退職した

理由と同一の理由により退職したものとし、
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かつ、その者の同日までの勤続期間及び７割

措置前給料月額を基礎として、第３条から第

５条までの規定により計算した場合の退職手

当の基本額に対する割合 

 イ 前号に掲げる額の特別特定減額前給料月額

に対する割合 

(３) 退職の日におけるその者の給料月額に、ア

に掲げる割合からイに掲げる割合を控除した割

合を乗じて得た額 

 ア その者に対する退職手当の基本額が第３条

から第５条までの規定により計算した額であ

るものとした場合における当該退職手当の基

本額の退職の日におけるその者の給料月額に

対する割合 

 イ 前号に掲げる額の７割措置前給料月額に対

する割合 

27 当分の間、第５条の表２の項に規定する者

（(１)から(４)までに掲げる者に限る。）に対す

る第５条の３及び第７条の３の規定の適用につい

ては、第５条の３本文中「定年に達する日」とあ

るのは「定年（附則第24項各号に掲げる職員以外

の者にあっては60歳とし、同項第１号に掲げる職

員にあっては65歳とし、同項第２号に掲げる職員

にあっては規則で定める年齢とする。）に達する

日」と、第５条の３の表第５条の項、第５条の２

第１項第１号の項及び第５条の２第１項第２号の

項並びに第７条の３の表第７条の項、第７条の２

第１号の項及び第７条の２第２号の項中「その者

に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との

差に相当する年数」とあるのは「その者に係る定

年（附則第24項各号に掲げる職員以外の者にあっ

ては60歳とし、同項第１号に掲げる職員にあって

は65歳とし、同項第２号に掲げる職員にあっては

規則で定める年齢とする。）と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数」とする。 

 

  

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和48年鳥取県条例第36号）の一部を次のように

改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

附 則 

１・２ 略 

 

附 則 

１・２ 略 
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（経過措置） 

３ 適用日に在職する職員（適用日に改正前の職員

の退職手当に関する条例（以下「旧条例」とい

う。）第12条第１項に規定する公庫等職員（以下

「指定法人職員」という。）として在職する者の

うち、適用日前に職員から引き続いて指定法人職

員となった者又は適用日に他の公務員、企業職員

等若しくは教育長として在職する者で、指定法人

職員又は他の公務員、企業職員等若しくは教育長

として在職した後引き続いて職員となったものを

含む。次項及び附則第５項において同じ。）のう

ち、適用日以後に職員の退職手当に関する条例第

３条から第５条まで又は附則第22項若しくは第23

項の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期

間が35年以下であるものに対する退職手当の基本

額は、当分の間、同条例第３条から第５条の４ま

で及び附則第22項から第27項までの規定により計

算した額にそれぞれ100分の83.7を乗じて得た額

とする。 

（経過措置） 

３ 適用日に在職する職員（適用日に改正前の職員

の退職手当に関する条例（以下「旧条例」とい

う。）第12条第１項に規定する公庫等職員（以下

「指定法人職員」という。）として在職する者の

うち、適用日前に職員から引き続いて指定法人職

員となった者又は適用日に他の公務員、企業職員

等若しくは教育長として在職する者で、指定法人

職員又は他の公務員、企業職員等若しくは教育長

として在職した後引き続いて職員となったものを

含む。次項及び附則第５項において同じ。）のう

ち、適用日以後に新条例第３条から第５条までの

規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が

35年以下であるものに対する退職手当の基本額

は、当分の間、新条例第３条から第５条の３まで

の規定により計算した額にそれぞれ100分の83.7

を乗じて得た額とする。 

４ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に職

員の退職手当に関する条例第３条の表２の項の規

定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が36

年以上42年以下であるものに対する退職手当の基

本額は、当分の間、同条又は同条例第５条の２

（同条例第５条の４において読み替えて準用する

場合を含む。）及び附則第25項の規定により計算

した額に前項に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

４ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に新

条例第３条の表２の項の規定に該当する退職を

し、かつ、その勤続期間が36年以上42年以下であ

るものに対する退職手当の基本額は、当分の間、

同条又は新条例第５条の２の規定により計算した

額に前項に定める割合を乗じて得た額とする。 

５ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に職

員の退職手当に関する条例第５条又は附則第23項

の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間

が35年を超えるものに対する退職手当の基本額

は、当分の間、その者の勤続期間を35年として附

則第３項の規定の例により計算して得られる額と

する。 

５ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に新

条例第５条の規定に該当する退職をし、かつ、そ

の勤続期間が35年を超えるものに対する退職手当

の基本額は、当分の間、その者の勤続期間を35年

として附則第３項の規定の例により計算して得ら

れる額とする。 

６～11 略 ６～11 略 

12 附則第７項に規定する者又は附則第９項の規定

に該当する者が適用日以後に退職した場合におけ

るその者に対する職員の退職手当に関する条例第

２条の４及び第８条の３の規定による退職手当の

額は、同条例第２条の４から第５条の４まで、第

７条から第８条の３まで及び附則第４項並びにこ

の条例附則第３項から第６項までの規定にかかわ

らず、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を

12 附則第７項に規定する者又は附則第９項の規定

に該当する者が適用日以後に退職した場合におけ

るその者に対する新条例第２条の４及び第８条の

３の規定による退職手当の額は、新条例第２条の

４から第５条の３まで、第７条から第８条の３ま

で及び附則第４項並びにこの条例附則第３項から

第６項までの規定にかかわらず、第１号に掲げる

額から第２号に掲げる額を控除して得た額（その
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控除して得た額（その控除して得た額が、その者

につき旧条例及び新条例附則第４項の規定を適用

して計算した退職手当の額より低い額となるとき

は、これらの規定を適用して計算した額）とす

る。 

(１) 職員の退職手当に関する条例第２条の４か

ら第５条の４まで、第７条から第８条の３まで

及び附則第４項並びにこの条例附則第３項から

第６項までの規定により計算した額 

(２) 略 

控除して得た額が、その者につき旧条例及び新条

例附則第４項の規定を適用して計算した退職手当

の額より低い額となるときは、これらの規定を適

用して計算した額）とする。 

 

(１) 新条例第２条の４から第５条の３まで、第

７条から第８条の３まで及び附則第４項並びに

この条例附則第３項から第６項までの規定によ

り計算した額 

(２) 略 

13～37 略 

 

13～37 略 

（職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（平成15年鳥取県条例第81号）の一部を次のよう

に改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

附 則 

１～11  略 

 

附 則 

１～11  略 

12 当分の間、42年を超える期間勤続して退職した

者で職員の退職手当に関する条例第３条の表２の

項の規定に該当する退職をしたものに対する退職

手当の基本額は、同条の規定にかかわらず、その

者が同条例第５条の規定に該当する退職をしたも

のとし、かつ、その者の勤続期間を35年として同

条例附則第９項の規定の例により計算して得られ

る額とする。 

12 当分の間、42年を超える期間勤続して退職した

者で新条例第３条の表２の項の規定に該当する退

職をしたものに対する退職手当の基本額は、同条

の規定にかかわらず、その者が新条例第５条の規

定に該当する退職をしたものとし、かつ、その者

の勤続期間を35年として新条例附則第29項の規定

の例により計算して得られる額とする。 

13  略 

 

13 略 

 

（職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年鳥取県条例第45号）の一部を次のよう

に改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

附 則 

１ 略 

 

附 則 

１ 略 

２ 職員が新制度適用職員（職員であって、その者

がこの条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に退職することにより第１条の規定に

よる改正後の職員の退職手当に関する条例（以下

「新条例」という。）の規定による退職手当の支

給を受けることとなるものをいう。以下同じ。）

２ 職員が新制度適用職員（職員であって、その者

がこの条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に退職することにより第１条の規定に

よる改正後の職員の退職手当に関する条例（以下

「新条例」という。）の規定による退職手当の支

給を受けることとなるものをいう。以下同じ。）
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として退職した場合において、その者が施行日の

前日に現に退職した理由と同一の理由により退職

したものとし、かつ、その者の同日までの勤続期

間及び同日における給料月額を基礎として、同条

の規定による改正前の職員の退職手当に関する条

例（以下「旧条例」という。）第３条から第５条

まで、第７条及び附則第29項から第31項まで、附

則第９項の規定による改正前の職員の退職手当に

関する条例の一部を改正する条例（昭和48年鳥取

県条例第36号。以下この項及び附則第４項におい

て「条例第36号」という。）附則第３項から第６

項まで並びに附則第13項の規定による改正前の職

員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条

例（平成15年鳥取県条例第81号。以下この項にお

いて「条例第81号」という。）附則第12項の規定

により計算した額（当該勤続期間が43年又は44年

の者であって、傷病若しくは死亡によらずその者

の都合により又は公務によらない傷病により退職

したものにあっては、その者が旧条例第５条の規

定に該当する退職をしたものとみなし、かつ、そ

の者の当該勤続期間を35年として旧条例附則第29

項の規定の例により計算して得られる額）にそれ

ぞれ100分の83.7（当該勤続期間が20年以上の者

（42年以下の者で傷病又は死亡によらずにその者

の都合により退職したもの及び37年以上42年以下

の者で公務によらない傷病により退職したものを

除く。）にあっては、104分の83.7）を乗じて得た

額が、職員の退職手当に関する条例第２条の４か

ら第５条の４まで、第７条から第８条の３まで及

び附則第９項から第11項まで（附則第６項及び第

７項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）、条例第36号附則第３項から第６項まで並び

に条例第81号附則第12項の規定により計算した退

職手当の額（以下「新条例等退職手当額」とい

う。）よりも多いときは、これらの規定にかかわ

らず、その多い額をもってその者に支給すべきこ

れらの規定による退職手当の額とする。 

３～13 略 

として退職した場合において、その者が施行日の

前日に現に退職した理由と同一の理由により退職

したものとし、かつ、その者の同日までの勤続期

間及び同日における給料月額を基礎として、同条

の規定による改正前の職員の退職手当に関する条

例（以下「旧条例」という。）第３条から第５条

まで、第７条及び附則第29項から第31項まで、附

則第９項の規定による改正前の職員の退職手当に

関する条例の一部を改正する条例（昭和48年鳥取

県条例第36号。以下この項及び附則第４項におい

て「条例第36号」という。）附則第３項から第６

項まで並びに附則第13項の規定による改正前の職

員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条

例（平成15年鳥取県条例第81号。以下この項にお

いて「条例第81号」という。）附則第12項の規定

により計算した額（当該勤続期間が43年又は44年

の者であって、傷病若しくは死亡によらずその者

の都合により又は公務によらない傷病により退職

したものにあっては、その者が旧条例第５条の規

定に該当する退職をしたものとみなし、かつ、そ

の者の当該勤続期間を35年として旧条例附則第29

項の規定の例により計算して得られる額）にそれ

ぞれ100分の83.7（当該勤続期間が20年以上の者

（42年以下の者で傷病又は死亡によらずにその者

の都合により退職したもの及び37年以上42年以下

の者で公務によらない傷病により退職したものを

除く。）にあっては、104分の83.7）を乗じて得た

額が、新条例第２条の４から第５条の３まで、第

７条から第８条の３まで及び附則第29項から第31

項まで（附則第６項及び第７項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）、条例第36号附則第

３項から第６項まで並びに条例第81号附則第12項

の規定により計算した退職手当の額（以下「新条

例等退職手当額」という。）よりも多いときは、

これらの規定にかかわらず、その多い額をもって

その者に支給すべきこれらの規定による退職手当

の額とする。 

３～13 略 

  

（現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第７条 現業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
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（給与の種類） 

第２条 職員の給与の種類は、常時勤務を要する職

員及び地方公務員法第22条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務

職員」という。）にあっては、給料、扶養手当、

地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、時間

外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日

直手当、期末手当、勤勉手当及び退職手当とし、

同法第22条の２第１項第１号に規定する会計年度

任用の職を占める職員（以下「会計年度任用職

員」という。）にあっては、第18条第２項の定め

るところによる。  

（給与の種類） 

第２条 職員の給与の種類は、常時勤務を要する職

員及び地方公務員法第28条の５第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務

職員」という。）にあっては、給料、扶養手当、

地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、時間

外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日

直手当、期末手当、勤勉手当及び退職手当とし、

同法第22条の２第１項第１号に規定する会計年度

任用の職を占める職員（以下「会計年度任用職

員」という。）にあっては、第18条第２項の定め

るところによる。 

 

（定年前再任用短時間勤務職員等についての適用除

外） 

第17条 第４条、第４条の４、第５条の２及び第13

条の規定は、地方公務員法第22条の４第１項又は

第22条の５第１項の規定により採用された職員及

び育児休業法第18条第１項又は任期付職員の採用

等に関する条例（平成14年鳥取県条例第67号）第

４条の規定により任期を定めて採用された職員に

は、適用しない。 

（再任用職員等についての適用除外） 

 

第17条 第４条、第４条の４、第５条の２及び第13

条の規定は、地方公務員法第28条の４第１項、第

28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された職員及び育児休業法

第18条第１項又は任期付職員の採用等に関する条

例（平成14年鳥取県条例第67号）第４条の規定に

より任期を定めて採用された職員には、適用しな

い。 

  

（企業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第８条 企業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和41年鳥取県条例第39号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（給与の種類） 

第２条 職員の給与の種類は、常時勤務を要する職

員及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（以下「短時間勤務職員」という。）にあ

っては、給料及び手当とし、同法第22条の２第１

項第１号に規定する会計年度任用の職を占める職

員（以下「会計年度任用職員」という。）にあっ

ては、第19条第２項の定めるところによる。 

２・３ 略 

 

（給与の種類） 

第２条 職員の給与の種類は、常時勤務を要する職

員及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（以下「短時間勤務職員」という。）にあ

っては、給料及び手当とし、同法第22条の２第１

項第１号に規定する会計年度任用の職を占める職

員（以下「会計年度任用職員」という。）にあっ

ては、第19条第２項の定めるところによる。 

２・３ 略 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除 （再任用職員についての適用除外） 
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外） 

第18条の４ 第４条、第４条の３、第５条、第７条

の２及び第16条の規定は、地方公務員法第22条の

４第１項又は第22条の５第１項の規定により採用

された職員には適用しない。 

 

 

第18条の４ 第４条、第４条の３、第５条、第７条

の２及び第16条の規定は、地方公務員法第28条の

４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１

項若しくは第２項の規定により採用された職員に

は適用しない。 

  

（義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改正） 

第９条 義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭和46年鳥取県条例第50号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（定義） 

第２条 略 

２ この条例において、「教育職員」とは、校長、

副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養

教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の者

及び地方公務員法第22条の４第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員に限る。）、実習助手及

び寄宿舎指導員をいう。 

 

（定義） 

第２条 略 

２ この条例において、「教育職員」とは、校長、

副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養

教諭、助教諭、養護助教諭、講師（常時勤務の者

及び地方公務員法第28条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員に限る。）、実習助手及

び寄宿舎指導員をいう。 

 

附 則 

１・２ 略 

３ 給与条例附則第９項の適用を受ける職員の教職

調整額の計算の基礎となる給料月額は、同項の規

定により算出された額とする。 

４ 給与条例附則第11項、第15項又は第16項の規定

による給料を支給される職員の教職調整額の計算

の基礎となる給料月額は、前項の規定による給料

月額とこれらの規定による給料の額との合計額と

する。 

附 則 

１・２ 略 

  

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正） 

第10条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年鳥取県条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（職員の派遣） 

第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

(１)～(４) 略 

（職員の派遣） 

第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

(１)～(４) 略 
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(５) 職員の定年等に関する条例第９条第１項か

ら第４項までの規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

(６) 略 

 

 

 

 

(５) 略 

  

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第11条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年鳥取県条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。 

(１)・(２) 略 

(３) 職員の定年等に関する条例第９条第１項か

ら第４項までの規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

 (４) 略 

２ 前項第４号の規定にかかわらず、任期の末日を

育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員で、当該任期を更新され、又は当該任

期の満了後に非常勤職員として引き続き採用され

たことに伴い、当該育児休業に係る子について、

当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とするものは、育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員としない。 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。 

(１)・(２) 略 

 

 

 

 

 (３) 略 

２ 前項第３号の規定にかかわらず、任期の末日を

育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員で、当該任期を更新され、又は当該任

期の満了後に非常勤職員として引き続き採用され

たことに伴い、当該育児休業に係る子について、

当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とするものは、育児休業法第２条第１項の条例で

定める職員としない。 

 

（育児休業をする非常勤職員の給与に係る特例） 

第９条の２ 非常勤職員（地方公務員法（昭和25年

法律第261号）第22条の２第１項に規定する職員

及び短時間勤務職員（同法第22条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下

同じ。）を除く。）については、第７条第１項の規

定は、適用しない。 

２～４ 略 

 

（育児休業をする非常勤職員の給与に係る特例） 

第９条の２ 非常勤職員（地方公務員法（昭和25年

法律第261号）第22条の２第１項に規定する職員

及び短時間勤務職員（同法第28条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員をいう。以下

同じ。）を除く。）については、第７条第１項の規

定は、適用しない。 

２～４ 略 

 

（育児短時間勤務をすることができない職員） 

第10条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。 

(１)・(２) 略 

(３) 職員の定年等に関する条例第９条第１項か

（育児短時間勤務をすることができない職員） 

第10条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。 

(１)・(２) 略 
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ら第４項までの規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

 

（育児休業法第17条の条例で定めるやむを得ない事

情） 

第16条 育児休業法第17条の条例で定めるやむを得

ない事情は、次に掲げる事情とする。 

(１) 略 

(２) 当該育児短時間勤務に伴い任用されている

育児休業法第18条第１項の規定により任期を定

めて採用された短時間勤務職員を短時間勤務職

員として引き続き任用しておくことができない

こと。 

（育児休業法第17条の条例で定めるやむを得ない事

情） 

第16条 育児休業法第17条の条例で定めるやむを得

ない事情は、次に掲げる事情とする。 

(１) 略 

(２) 当該育児短時間勤務に伴い任用されている

短時間勤務職員（育児休業法第18条第１項の規

定により採用された同項に規定する短時間勤務

職員をいう。以下同じ。）を短時間勤務職員と

して引き続き任用しておくことができないこ

と。 

  

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第12条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（１週間の勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 地方公務員法第22条の４第１項又は第22条の５

第１項の規定により採用された職員（以下「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）の勤務時間

は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除

き、４週間を超えない期間につき１週間当たり15

時間30分から31時間までの範囲内で任命権者が定

める。 

 

 

４・５ 略 

 

（１週間の勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 地方公務員法第28条の４第１項若しくは第28条

の５第１項又は同法第28条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された職員で同法第28条の

５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の勤

務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間

を除き、４週間を超えない期間につき１週間当た

り15時間30分から31時間までの範囲内で任命権者

が定める。 

４・５ 略 

（週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を

割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。た

だし、任命権者は、育児短時間勤務職員等につい

ては、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容

に従いこれらの日に加えて月曜日から金曜日まで

の５日間において週休日を設けるものとし、定年

前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職

員については、日曜日及び土曜日に加えて月曜日

（週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を

割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。た

だし、任命権者は、育児短時間勤務職員等につい

ては、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容

に従いこれらの日に加えて月曜日から金曜日まで

の５日間において週休日を設けるものとし、再任

用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員につ

いては、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金
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から金曜日までの５日間において週休日を設ける

ことができる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間に

おいて、１日につき７時間45分の勤務時間を割り

振るものとする。ただし、育児短時間勤務職員等

については、１週間ごとの期間について、当該育

児短時間勤務等の内容に従い１日につき７時間45

分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものと

し、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時

間勤務職員については、１週間ごとの期間につい

て、１日につき７時間45分を超えない範囲内で勤

務時間を割り振るものとする。 

３・４ 略 

曜日までの５日間において週休日を設けることが

できる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間に

おいて、１日につき７時間45分の勤務時間を割り

振るものとする。ただし、育児短時間勤務職員等

については、１週間ごとの期間について、当該育

児短時間勤務等の内容に従い１日につき７時間45

分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものと

し、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員については、１週間ごとの期間について、１

日につき７時間45分を超えない範囲内で勤務時間

を割り振るものとする。 

３・４ 略 

 

第４条 略 

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務

時間の割振りを定める場合には、人事委員会規則

の定めるところにより、４週間ごとの期間につき

８日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては

８日以上で当該育児短時間勤務等の内容に従った

週休日、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付

短時間勤務職員にあっては８日以上の週休日）を

設けなければならない。ただし、職務の特殊性又

は当該公署の特殊の必要（育児短時間勤務職員等

にあっては、当該育児短時間勤務等の内容）によ

り、４週間ごとの期間につき８日（育児短時間勤

務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあっては、８日以上）の週休

日を設けることが困難である職員について、人事

委員会と協議して、人事委員会規則の定めるとこ

ろにより、４週間を超えない期間につき１週間当

たり１日以上の割合で週休日（育児短時間勤務職

員等にあっては、４週間を超えない期間につき、

１週間当たり１日以上の割合で当該育児短時間勤

務等の内容に従った週休日）を設ける場合には、

この限りでない。 

第４条 略 

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務

時間の割振りを定める場合には、人事委員会規則

の定めるところにより、４週間ごとの期間につき

８日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては

８日以上で当該育児短時間勤務等の内容に従った

週休日、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員にあっては８日以上の週休日）を設けな

ければならない。ただし、職務の特殊性又は当該

公署の特殊の必要（育児短時間勤務職員等にあっ

ては、当該育児短時間勤務等の内容）により、４

週間ごとの期間につき８日（育児短時間勤務職員

等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員にあっては、８日以上）の週休日を設けるこ

とが困難である職員について、人事委員会と協議

して、人事委員会規則の定めるところにより、４

週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上

の割合で週休日（育児短時間勤務職員等にあって

は、４週間を超えない期間につき、１週間当たり

１日以上の割合で当該育児短時間勤務等の内容に

従った週休日）を設ける場合には、この限りでな

い。 

 

（船員の勤務時間等の特例） 

第７条 任命権者は、第２条の規定にかかわらず、

船舶に乗り組む職員の勤務時間について、人事委

員会の承認を得て、52週間を超えない期間につき

１週間当たり38時間45分から40時間の範囲内で任

命権者が定める時間（育児短時間勤務職員等にあ

っては第２条第２項の規定により定める時間、定

年前再任用短時間勤務職員にあっては同条第３項

（船員の勤務時間等の特例） 

第７条 任命権者は、第２条の規定にかかわらず、

船舶に乗り組む職員の勤務時間について、人事委

員会の承認を得て、52週間を超えない期間につき

１週間当たり38時間45分から40時間の範囲内で任

命権者が定める時間（育児短時間勤務職員等にあ

っては第２条第２項の規定により定める時間、再

任用短時間勤務職員にあっては同条第３項の規定
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の規定により定める時間、任期付短時間勤務職員

にあっては同条第４項の規定により定める時間と

する。）とすることができる。 

２・３ 略 

により定める時間、任期付短時間勤務職員にあっ

ては同条第４項の規定により定める時間とす

る。）とすることができる。 

２・３ 略 

 

（年次有給休暇） 

第14条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇

とし、その日数は、一の年において、次の各号に

掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる日

数とする。 

(１) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 

20日（育児短時間勤務職員等、定年前再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっ

ては、その者の勤務時間等を考慮し20日を超え

ない範囲内で人事委員会規則で定める日数） 

(２)・(３) 略  

２・３ 略 

（年次有給休暇） 

第14条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇

とし、その日数は、一の年において、次の各号に

掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる日

数とする。 

(１) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 

 20日（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、

その者の勤務時間等を考慮し20日を超えない範

囲内で人事委員会規則で定める日数） 

(２)・(３) 略  

２・３ 略 

 

（無給休暇） 

第17条 略 

２～５ 略 

６ 地方公務員法第22条の４第１項又は第22条の５

第１項の規定により採用された職員については、

第１項（海外随伴休暇に係る部分に限る。）、第４

項及び前項の規定は、適用しない。 

（無給休暇） 

第17条 略 

２～５ 略 

６ 地方公務員法第28条の４、第28条の５又は第28

条の６第１項若しくは第２項の規定により採用さ

れた職員については、第１項（海外随伴休暇に係

る部分に限る。）、第４項及び前項の規定は、適用

しない。 

  

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第13条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（１週間の勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条

の４第１項又は第22条の５第１項の規定により採

用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職

員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にか

かわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期

間につき１週間当たり15時間30分から31時間まで

の範囲内で教育委員会が定める。 

 

（１週間の勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条

の４第１項若しくは第28条の５第１項又は同法第

28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用

された職員で同法第28条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間

勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規

定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超え

ない期間につき１週間当たり15時間30分から31時

-73-



 

４・５ 略 

 

（週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を

割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。た

だし、教育委員会は、育児短時間勤務職員等につ

いては、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内

容に従いこれらの日に加えて月曜日から金曜日ま

での５日間において週休日を設けるものとし、定

年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員については、日曜日及び土曜日に加えて月曜

日から金曜日までの５日間において週休日を設け

ることができる。 

２ 市町村又は法第２条の市町村の組合に置かれる

教育委員会（以下「市町村教育委員会」とい

う。）は、月曜日から金曜日までの５日間におい

て、１日につき７時間45分の勤務時間を割り振る

ものとする。ただし、育児短時間勤務職員等につ

いては、１週間ごとの期間について、当該育児短

時間勤務等の内容に従い１日につき７時間45分を

超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとし、

定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤

務職員については、１週間ごとの期間について、

１日につき７時間45分を超えない範囲内で勤務時

間を割り振るものとする。 

３・４ 略 

 

間までの範囲内で教育委員会が定める。 

４・５ 略 

 

（週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を

割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。た

だし、教育委員会は、育児短時間勤務職員等につ

いては、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内

容に従いこれらの日に加えて月曜日から金曜日ま

での５日間において週休日を設けるものとし、再

任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員に

ついては、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から

金曜日までの５日間において週休日を設けること

ができる。 

２ 市町村又は法第２条の市町村の組合に置かれる

教育委員会（以下「市町村教育委員会」とい

う。）は、月曜日から金曜日までの５日間におい

て、１日につき７時間45分の勤務時間を割り振る

ものとする。ただし、育児短時間勤務職員等につ

いては、１週間ごとの期間について、当該育児短

時間勤務等の内容に従い１日につき７時間45分を

超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとし、

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員

については、１週間ごとの期間について、１日に

つき７時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割

り振るものとする。 

３・４ 略 

 

第４条 略 

２ 市町村教育委員会は、前項の規定により週休日 

及び勤務時間の割振りを定める場合には、人事委

員会規則の定めるところにより、４週間ごとの期

間につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等に

あっては８日以上で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日、定年前再任用短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員にあっては８日以上の週

休日）を設けなければならない。ただし、職務の

特殊性又は当該公署の特殊の必要（育児短時間勤

務職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内

容）により、４週間ごとの期間につき８日（育児

短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員にあっては、８日以

上）の週休日を設けることが困難である職員につ

いて、人事委員会と協議して、人事委員会規則の

定めるところにより、４週間を超えない期間につ

第４条 略 

２ 市町村教育委員会は、前項の規定により週休日

及び勤務時間の割振りを定める場合には、人事委

員会規則の定めるところにより、４週間ごとの期

間につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等に

あっては８日以上で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日、再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあっては８日以上の週休日）

を設けなければならない。ただし、職務の特殊性

又は当該公署の特殊の必要（育児短時間勤務職員

等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容）に

より、４週間ごとの期間につき８日（育児短時間

勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短

時間勤務職員にあっては、８日以上）の週休日を

設けることが困難である職員について、人事委員

会と協議して、人事委員会規則の定めるところに

より、４週間を超えない期間につき１週間当たり
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き１週間当たり１日以上の割合で週休日（育児短

時間勤務職員等にあっては、４週間を超えない期

間につき、１週間当たり１日以上の割合で当該育

児短時間勤務等の内容に従った週休日）を設ける

場合には、この限りでない。 

 

（年次有給休暇） 

第12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇

とし、その日数は、一の年において、次の各号に

掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる日

数とする。 

(１) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 

 20日（育児短時間勤務職員等、定年前再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっ

ては、その者の勤務時間等を考慮し20日を超え

ない範囲内で人事委員会規則で定める日数） 

(２)・(３) 略  

２・３ 略 

 

（無給休暇） 

第15条 略 

２～５ 略 

６ 地方公務員法第22条の４第１項又は第22条の５

第１項の規定により採用された職員については、

第１項（海外随伴休暇に係る部分に限る。）、第４

項及び前項の規定は、適用しない。 

１日以上の割合で週休日（育児短時間勤務職員等

にあっては、４週間を超えない期間につき、１週

間当たり１日以上の割合で当該育児短時間勤務等

の内容に従った週休日）を設ける場合には、この

限りでない。 

 

（年次有給休暇） 

第12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇

とし、その日数は、一の年において、次の各号に

掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる日

数とする。 

(１) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 

 20日（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、

その者の勤務時間等を考慮し20日を超えない範

囲内で人事委員会規則で定める日数） 

(２)・(３) 略  

２・３ 略 

 

（無給休暇） 

第15条 略 

２～５ 略 

６ 地方公務員法第28条の４、第28条の５又は第28

条の６第１項若しくは第２項の規定により採用さ

れた職員については、第１項（海外随伴休暇に係

る部分に限る。）、第４項及び前項の規定は、適用

しない。 

  

（病院局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第14条 病院局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成７年鳥取県条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（給与の種類） 

第２条 職員の給与の種類は、常時勤務を要する職

員及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員にあっては、給料及び手当とし、同法第22

条の２第１項第１号に規定する会計年度任用の職

を占める職員（以下「会計年度任用職員」とい

う。）にあっては、第26条第２項の定めるところ

による。 

２・３ 略 

（給与の種類） 

第２条 職員の給与の種類は、常時勤務を要する職

員及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第

28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（以下「短時間勤務職員」という。）にあ

っては、給料及び手当とし、同法第22条の２第１

項第１号に規定する会計年度任用の職を占める職

員（以下「会計年度任用職員」という。）にあっ

ては、第26条第２項の定めるところによる。 

２・３ 略 
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（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除

外） 

第25条 第６条から第９条まで及び第21条の規定

は、地方公務員法第22条の４第１項又は第22条の

５第１項の規定により採用された職員には適用し

ない。 

（再任用職員についての適用除外） 

 

第25条 第６条から第９条まで及び第21条の規定

は、地方公務員法第28条の４第１項、第28条の５

第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規

定により採用された職員には適用しない。 

  

（鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第15条 鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成14年鳥取県条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（職員の派遣） 

第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

(１) 地方公務員法第22条の３の規定により臨時

的に任用される職員その他の法律により任期を

定めて任用される職員 

 

 

(２)～(４) 略 

(５) 職員の定年等に関する条例第９条第１項か

ら第４項までの規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

(６) 略 

３ 略 

（職員の派遣） 

第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

 (１) 地方公務員法第22条の３の規定により臨時

的に任用される職員その他の法律により任期を

定めて任用される職員（地方公務員法第28条の

４第１項又は第28条の６第１項の規定により採

用される職員を除く。） 

(２)～(４) 略 

 

 

 

 

(５) 略 

３ 略 

  

（鳥取県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第16条 鳥取県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年鳥取県条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（報告事項） 

第２条 任命権者が法第58条の２第１項の規定によ

り人事行政の運営の状況に関し報告しなければな

らない事項は、職員（地方公務員法第22条の３の

規定その他の法律の規定により臨時的に任用され

た職員及び非常勤職員（地方公務員法第22条の２

第１項第２号に掲げる職員及び同法第22条の４第

１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除

（報告事項） 

第２条 任命権者が法第58条の２第１項の規定によ

り人事行政の運営の状況に関し報告しなければな

らない事項は、職員（地方公務員法第22条の３の

規定その他の法律の規定により臨時的に任用され

た職員及び非常勤職員（地方公務員法第22条の２

第１項第２号に掲げる職員及び同法第28条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除
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く。）を除く。以下同じ。）に係る次に掲げる事項

とする。 

(１)～(11) 略 

く。）を除く。以下同じ。）に係る次に掲げる事項

とする。 

(１)～(11) 略 

  

（職員の再任用に関する条例の廃止） 

第17条 職員の再任用に関する条例（平成13年鳥取県条例第２号）は、廃止する。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第３条中職員の退職手当に関する条例第15条第

11項第５号の改正規定及び同条例附則第38項の改正規定（「令和４年３月31日」を「令和７年３月31日」に改

める部分に限る。）並びに附則第11条の規定は、公布の日から施行する。 

（職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う勤務延長に関する経過措置） 

第２条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前に第１条の規定による改正前の職員

の定年等に関する条例（以下この条及び次条において「旧条例」という。）第４条第１項又は第２項の規定に

より勤務することとされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長さ

れた期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において「旧条例勤

務延長職員」という。）について、旧条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場

合において、第１条の規定による改正後の職員の定年等に関する条例（以下この条、次条、附則第５条、第６

条及び第10条において「新条例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、人事委員

会の承認を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。た

だし、当該期限は、当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算して３

年を超えることができない。  

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和11年４月１日及び令和13年４月

１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年の３月31日までの間、基準日における新条例定年

（新条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日が施行日で

ある場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）を超える職（基準日における新条例定年

が新条例第３条第１項本文に規定する定年である職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された職

その他の人事委員会規則で定める職に、基準日から基準日の翌年の３月31日までの間に新条例第４条第１項若

しくは第２項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号。以下「令和３年改正法」と

いう。）附則第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日において同日におけ

る当該職に係る新条例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する

定年）に達している職員（当該人事委員会規則で定める職にあっては、人事委員会規則で定める職員）を、昇

任し、降任し、又は転任することができない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務について準用する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第３条  任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢65年に達する日以後における最初の３月31日（以下この条か

ら附則第６条までにおいて「特定年齢到達年度の末日」という。）までの間にある者であって、当該者を採用

しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年（旧条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施

行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該職

が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第１項

において同じ。）に達しているものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考に

より、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

(１) 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

(２) 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前条第１項の規定により勤

務した後退職した者 
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(３) 25年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌日

から起算して５年を経過する日までの間にあるもの 

(４) 25年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌日

から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公

務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２

項の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項

（これらの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第５条

第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用すること

をいう。以下同じ。）をされたことがあるもの 

２ 令和14年３月31日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者

であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達しているものを、従前の勤務

実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常

時勤務を要する職に採用することができる。 

(１) 施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者 

(２) 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した者 

(３) 施行日以後に新条例第12条の規定により採用された者のうち、令和３年改正法による改正後の地方公務

員法（以下「新地方公務員法」という。）第22条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した

者 

(４) 施行日以後に新条例第13条第１項の規定により採用された者のうち、新地方公務員法第22条の５第３項

において準用する新地方公務員法第22条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(５) 25年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌

日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの 

(６) 25年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であって、当該退職の日の翌

日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再任用をされたことがあるもの 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内で更新することができる。

ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定

年齢到達年度の末日以前でなければならない。 

４ 暫定再任用職員（暫定再任用により採用された職員をいう。以下同じ。）の前項の規定による任期の更新

は、当該暫定再任用職員の当該更新直前の任期における勤務実績が、当該暫定再任用職員の人事評価その他勤

務の状況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員の同意を得なけれ

ばならない。 

第４条  任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条第１項

に規定する地方公共団体の組合であって鳥取県が加入するものをいう。次項及び附則第６条において同じ。）

における前条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採

用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年に達しているものを、従前の勤務実績その他の人事委員

会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採

用することができる。 

２ 令和14年３月31日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、組合における同項各号に掲げる者

のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職

に係る新条例定年に達しているものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考に

より、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条  任命権者は、新地方公務員法第22条の４第４項の規定にかかわらず、附則第３条第１項各号に掲げる
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者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職

（新条例第12条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の職

を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場

合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により

名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合におい

て、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているものとしたとき

における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第１項において同じ。）に達している者を、従

前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定

め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和14年３月31日までの間、任命権者は、新地方公務員法第22条の４第４項の規定にかかわらず、附則第３

条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようと

する短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその

職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定年をいう。次条第２項及

び附則第10条において同じ。）に達しているもの（新条例第12条の規定により当該短時間勤務の職に採用する

ことができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１

年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第６条  任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第22条の５第３項において準用する新地

方公務員法第22条の４第４項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特

定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定

年相当年齢に達しているものを、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、

１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和14年３月31日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、新地方公務員法第22条の５第３項

において準用する新地方公務員法第22条の４第４項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第２項各号

に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤

務の職に係る新条例定年相当年齢に達しているもの（新条例第13条第１項の規定により当該短時間勤務の職に

採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考に

より、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(１) 施行日以後に新たに設置された職 

(２) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設置されてい

たものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第22条の４第４項の条例で

定める職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３年改正法附則第８条

第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第22条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職

とする。 

(１) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

(２) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３年改正法附則第８条第４

項の規定により読み替えて適用する法第22条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の

前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前

-79-



項に規定する職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた前項に規定する職に係る

年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職員） 

第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日（附則第

３条から第６条までの規定が適用される間における各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条に

おいて同じ。）の前日に設置されていたものとした場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日

における新条例定年を超える職とする。 

(１) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

(２) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準日の前日に設置されていた

ものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が基準日の前日に設置されて

いたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年に達している職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

第10条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和11年４月１日及び令和13年４月１日

をいう。以下この条において同じ。）から基準日の翌年の３月31日までの間、基準日における新条例定年相当

年齢が基準日の前日における新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新条例定年相当年

齢が新条例定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された短時間勤務の職

その他の人事委員会規則で定める短時間勤務の職（以下この条において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時

間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新条例第12条に規定する年齢60年以上退職者（基準日前から新

条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前

日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達して

いる者（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、人事委員会規則で定める者）を、新地方公

務員法第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定により採用することができず、新条例原則定年相当年齢

引上げ短時間勤務職に、新地方公務員法第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定により採用された職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日における当該新条例原則

定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該

人事委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、人事委員会規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）

を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第11条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢60年とする。 

（職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第12条 第２条の規定による改正後の職員の給与に関する条例（次条及び附則第15条から第19条までにおいて

「新条例」という。）附則第９項から第18項までの規定は、令和３年改正法附則第３条第５項又は第６項の規

定により勤務している職員には適用しない。 

第13条 暫定再任用職員（暫定再任用職員のうち新地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を

占めるもの（以下「暫定再任用短時間勤務職員」という。）を除く。以下この条及び次条において同じ。）の

給料月額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される新条例第

３条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、新条例第４条第２項

の規定により当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

第14条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第10条第１項に規定する育児短時間勤

務をしている暫定再任用職員に対する前条の規定の適用については、同条中「とする」とあるのは、「に、職

員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号）第２条第２項又は県費負担教職員の勤務時

間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第36号）第２条第２項の規定により定められた当該暫定再任用

職員の勤務時間を職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第１項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等
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に関する条例第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。 

第15条 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職

員であるものとした場合に適用される新条例第３条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲

げる基準給料月額のうち、新条例第４条第２項の規定により当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の級

に応じた額に、職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第３項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に

関する条例第２条第３項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を職員の勤務時

間、休暇等に関する条例第２条第１項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第１項に規

定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

第16条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例第10条第２項及び第６

項並びに第13条第２項の規定を適用する。 

第17条 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新条例第16条の４第３項の規定を適用す

る。 

第18条 新条例第16条の７第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合における勤勉手当の額の同条第２項各

号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短

時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用職員（職員の定年の引上げ等に伴う関

係条例の整備に関する条例（令和４年鳥取県条例第   号）附則第３条第４項に規定する暫定再任用職員を

いう。次号において同じ。）」と、同項第２号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用

短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。 

第19条 新条例第４条第３項から第10項まで、第７条の３から第９条まで、第９条の３、第９条の５、第11条の

４、第11条の５、第11条の９及び第16条の９の規定は、暫定再任用職員には、適用しない。 

第20条 附則第13条から前条までに定めるもののほか、暫定再任用職員の給与に関し必要な事項は、人事委員会

規則で定める。 

（職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第21条 暫定再任用職員に対する第３条の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例第２条第１項の規定

の適用については、同項中「（以下「職員」という。）」とあるのは、「（地方公務員法の一部を改正する法

律（令和３年法律第63号）附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項（これ

らの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項若しくは

第３項の規定により採用された職員を除く。以下「職員」という。）」とする。 

（現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第22条 第７条の規定による改正後の現業職員の給与の種類及び基準に関する条例第４条、第４条の４、第５条

の２及び第13条の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

（企業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第23条 第８条の規定による改正後の企業局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第４条、第４条の３、

第５条、第７条の２及び第16条の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

（義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第24条 令和３年改正法による改正前の地方公務員法（以下「旧地方公務員法」という。）第28条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、新地方公務員法第22条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員とみなして第９条の規定による改正後の義務教育諸学校等の教育職員の

給与等に関する特別措置に関する条例の規定を適用する。 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第25条 旧地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及び暫定再任用短時間勤務職

員は、新地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員とみなして第11条の規定によ

る改正後の職員の育児休業等に関する条例の規定を適用する。 

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 
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第26条 暫定再任用短時間勤務職員は、第12条の規定による改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以

下この条において「新条例」という。）第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新

条例の規定を適用する。 

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第27条 暫定再任用短時間勤務職員は、第13条の規定による改正後の県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例（以下この条において「新条例」という。）第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみ

なして、新条例の規定を適用する。 

（病院局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第28条 第14条の規定による改正後の病院局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条から第９条まで

及び第21条の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

（鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第29条 暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を除く。）に対する第15条の規定による改正後の鳥取県公

益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第２項第１号の規定の適用については、同号中「任期を定め

て任用される職員」とあるのは、「任期を定めて任用される職員（暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改

正する法律（令和３年法律第63号）附則第４条第１若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項

（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項若

しくは第３項の規定により採用された職員であって、地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の

職を占める職員を除く。）を除く。）」とする。 

（鳥取県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第30条 旧地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及び暫定再任用短時間勤務職

員は、新地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員とみなして第16条の規定によ

る改正後の鳥取県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定を適用する。 
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報 告 第 ２ 号

　　　　　総務部　　

国庫支出金
分担金及び
負　 担 　金

そ の 他 地 方 債

円 円 円 円 円 円 円 円

２ 総 務 費 １ 総務管理費 県 庁 舎 設 備 管 理 事 業 費 総 務 課 220,354,000 80,908,000 80,908,000

２ 総 務 費 １ 総務管理費 県 有 施 設 営 繕 事 業 費 営 繕 課 307,295,000 396,000 396,000

２ 総 務 費 １ 総務管理費 民 間 活 力 導 入 検 討 事 業 費 行財政改革推進課 10,000,000 10,000,000 10,000,000

11 災害復旧費
２ 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

鳥 取 情 報 ハ イ ウ ェ イ 災 害 復 旧 事 業 費 デジタル改革推進課 15,000,000 15,000,000 15,000,000

552,649,000 106,304,000 10,000,000 15,000,000 81,304,000

項 事　業　名

計

令 和 ３ 年 度 鳥 取 県 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

金　　額 翌年度繰越額
未 　収 　入 　特 　定 　財　 源

左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

既 収 入
特定財源

一般財源
款 課　　名

-
8
3
-



報告第９号                                     税務課 

  

件 

 

名 

 

 

 議会の委任による専決処分の報告について 

 （３）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について 

   （令和４年８月８日専決） 

 

  

 

 

 

提 

 

出 

 

理 

 

由 

 

及 

 

び 

 

概 

 

要 

 

 

 

１ 提出理由 

 法律上県の義務に属する交通事故による損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定につ

いて、地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 180 条第１項の規定により、令和４年８月８日

専決処分をしたので、本議会に報告するものである。 

 

２ 概 要 

（１）和解の相手方 

   米子市 個人 

 

（２）和解の要旨 

県側の過失割合を 10 割とし、県は、損害賠償金 7,394 円を支払うものとすること。 

 

（３）事故の概要 

ア 事故発生年月日 

令和４年４月 15 日 

 

イ 事故発生場所 

米子市西福原七丁目地内 

 

ウ 事故の状況 

鳥取県総務部西部県税事務所所属の職員が、公務のため軽貨物自動車を運転中、道路脇

に車を寄せるため後退した際、後方の安全確認が不十分であったため、和解の相手方所有

の物干し台に衝突し、同物干し台を破損させたものである。 
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報告第１５号

長 期 継 続 契 約 の 締 結 状 況 に つ い て
[新規契約]

１
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 １台
鳥取市南安長三丁目47番地
有限会社エイダン事務機

月当たり賃借料
5,006円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.51円
カラー　2.83円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県交流人口拡大本部観光交
流局交流推進課

２
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 14台
鳥取市南安長三丁目47番地
有限会社エイダン事務機

月当たり賃借料
77,252円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.51円
カラー　2.83円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県令和新時代創造本部統計
課　他13所属

３
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 １台
鳥取市南安長三丁目47番地
有限会社エイダン事務機

月当たり賃借料
6,202円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.51円
カラー　2.83円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県県土整備部道路企画課

４
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 １台
鳥取市商栄町221番地１
株式会社愛進堂

月当たり賃借料
6,000円

及び使用1枚当たり
黒　　　2.18円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県警察本部警備第一課

５
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ５台
鳥取市商栄町221番地１
株式会社愛進堂

月当たり賃借料
28,500円

及び使用1枚当たり
黒　　　2.18円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県交流人口拡大本部観光交
流局交流推進課　他４所属

６
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 １台
鳥取市商栄町221番地１
株式会社愛進堂

月当たり賃借料
5,700円

及び使用1枚当たり
黒　　　2.18円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県危機管理局危機対策・情
報課

７
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ５台
鳥取市商栄町203番地６
株式会社モリックスジャパン

使用1枚当たり
黒　　　1.96円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県交流人口拡大本部観光交
流局交流推進課　他４所属

８
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ２台
鳥取市商栄町203番地６
株式会社モリックスジャパン

使用1枚当たり
黒　　　0.86円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県危機管理局原子力安全対
策課　他１所属

９
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ７台
鳥取市元魚町一丁目116番地
株式会社パレット

使用1枚当たり
黒　　　2.20円
カラー　6.00円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県農林水産部農林水産政策
課　他６所属

10
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ５台
鳥取市南安長三丁目47番地
有限会社エイダン事務機

月当たり賃借料
42,420円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.60円
カラー　2.78円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県鳥取港湾事務所　他３所
属

11
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ５台
鳥取市南安長三丁目47番地
有限会社エイダン事務機

月当たり賃借料
46,760円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.60円
カラー　2.78円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県東部建築住宅事務所　他
４所属

12
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 10台
鳥取市商栄町203番地６
株式会社モリックスジャパン

使用1枚当たり
黒　　　0.55円
カラー　2.28円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県地域づくり推進部市町村
課　他８所属

番号 設置場所等契　約　の　相　手　方 契　約　期　間種類 契約対象物品 数量契約所属名 契約金額　　　円

　

-
8
5
-



番号 設置場所等契　約　の　相　手　方 契　約　期　間種類 契約対象物品 数量契約所属名 契約金額　　　円

13
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ５台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
37,500円

及び使用1枚当たり
黒　　　1.00円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県立皆成学園　他４所属

14
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ３台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
27,600円

及び使用1枚当たり
黒　　　1.15円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県中部総合事務所農林局倉
吉農業改良普及所　他２所属

15
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ４台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
44,000円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.89円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県中部総合事務所県民福祉
局　他３所属

16
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ６台
倉吉市山根645番地２
スイコー株式会社

使用1枚当たり
黒　　　1.85円
カラー　4.00円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県立皆成学園　他５所属

17
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ９台
倉吉市山根645番地２
スイコー株式会社

使用1枚当たり
黒　　　1.35円
カラー　3.72円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県園芸試験場　他６所属

18
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ２台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
21,000円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.60円
カラー　2.40円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県中部総合事務所倉吉保健
所　他１所属

19
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ４台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
28,000円

及び使用1枚当たり
黒　　　1.00円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県西部総合事務所農林局
他３所属

20
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ８台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
72,800円

及び使用1枚当たり
黒　　　1.15円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県西部県税事務所　他６所
属

21
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ２台
境港市浜ノ町147番地
株式会社やまさき

月当たり賃借料
33,600円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.88円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県米子警察署　他１所属

22
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 ８台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
51,200円

及び使用1枚当たり
黒　　　1.58円
カラー　3.90円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県立むきばんだ史跡公園
他７所属

23
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 14台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
110,600円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.86円
カラー　3.10円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県立総合療育センター　他
11所属

24
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 １台
鳥取市雲山147番地21
株式会社ＫＳソリューションズ

月当たり賃借料
10,400円

及び使用1枚当たり
黒　　　0.50円
カラー　2.20円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県立米子南高等学校
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番号 設置場所等契　約　の　相　手　方 契　約　期　間種類 契約対象物品 数量契約所属名 契約金額　　　円

25
総務部総合事務センター
庶務集中課

物品
保守

複合機 １台
倉吉市広栄町941番地５
株式会社衣笠商会

月当たり賃借料
27,100円

及び使用1枚当たり
黒　　　9.45円

令和４年９月１日
～令和８年10月31日

鳥取県中部総合事務所県土整備
局
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